
本特集の趣旨
高橋 智幸＊

自然災害は自然界で発生する物理的現象である
と同時に，人間社会と接触することにより人的お
よび経済的被害を引き起こす社会的現象としての
側面も合わせ持つ。よって，自然災害とそれによ
る被害の発生メカニズムを理解するためには，自
然科学および社会科学の両面からのアプローチが
必要となる。このように自然災害は複雑な研究対
象であるため，現在実施されている研究方法はイ
ンタビューや測量などの現地調査，直接的あるい
はリモートセンシングなどによる観測，縮尺模型
や単純化したモデルによる室内実験，さまざまな
計算スキームによる数値シミュレーションなど極
めて多岐に渡っている。さらに，それぞれの分野
における研究レベルの向上にともない，研究内容
はより専門的で高度になり，細分化が進んでい
る。そのため，自然災害の研究者であっても，直
接研究対象としていない災害に関しては，その研
究方法について意外と知らない場合が多い。しか
し，他の自然災害に関する最先端の研究方法を知
ることは，自らの災害研究の幅を広げるととも
に，自然災害研究者間の相互理解にもつながるた
め大変有益である。また，複合災害や広域災害に

備えるためには，関連する多くの災害についても
知っておくことは重要である。
そこで，本特集では様々な自然災害に関する研

究の最前線で用いられている研究方法をそれぞれ
の専門家に紹介していただくことを目的にしてい
る。その際，専門が異なる自然災害の研究者でも
理解しやすいように，執筆者の方々には具体的か
つ平易な説明を心がけていただいた。また，それ
ぞれの災害や研究方法によってスタイルは異なる
であろうから，記事の構成や方向性を全体的に統
一することはあえて行わなかった。むしろ，それ
ぞれの記事が個性的である方が，災害研究の多様
性を読者に理解してもらえると思っている。
今回は紙面の都合上８編に絞ったが，これら以

外にも紹介したい自然災害や研究方法はたくさん
ある。また，企画担当者の不勉強のため，多くの
自然災害およびその研究方法をバランス良く網羅
できておらず，物足りなく感じる読者も多いであ
ろう。さらに，現時点ではまだ十分な実績を上げ
ていないが，将来期待される研究方法などもたく
さんある。よって，また別の機会に，今回取り上
げることのできなかった自然災害や研究方法を紹
介できればと考えている。そのためにも，本特集
を読んでいただいた上で，次はこのような研究方
法を紹介してもらいたい，あるいは紹介したいと
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いう要望をいただければ幸いである。

１．災害史研究における災害社会史の役割
北原 糸子＊

はじめに
１０年前の１９９９年に自然災害科学の編集部の求め

に応じて，貴誌に「いま，なぜ災害社会史か？」
（Vol．１８，No．１号）と題して原稿を執筆している。
当時書いた内容を読み返して，この１０年間にどれ
だけ自分の研究が深まったのかを自問すると，ほ
とんど答えが出てこない。要するに年を取っただ
けということになるが，研究論文を発表するとい
う閉じられた領域以外のところでの活動はやって
きていた。今回は，そのことをふまえて，歴史学
が災害学，あるいは防災学に寄与する可能性につ
いて考えてみようと思う。

１．１ ふたたび災害社会史について
まずは，１０年前にわたしが主張していた災害社

会史の現状はどうかという点を押さえておこう。
そのまえにこの雑誌の読者にはあまり馴染みがな
いかもしれない「災害社会史」とはどういう領域
で成り立つ学問なのか，１０年前に主張した論文を
引用しつつ，簡単に説明しておきたい。
そこでは，災害社会史について，以下の５項，

研究対象，領域，方法，データ，目的に分けて説
明している。
① 研究対象は，過去に災害を受けた地域，お

よび人々の生活再建の過程を対象とする
② ここでいう過去とは広く歴史時代（古代～近

現代）を含む
③ 分析方法は，当該歴史時代資史料の解読技

術と時代把握に必要な前提的知識を必要と
する

④ データは文字化された記録類，遺蹟，伝承，
など過去の災害痕跡を残すあらゆる有形，
無形の資史料であり，資史料に応じて適切
な分析方法を考案する

⑤ 研究目的は，被害を克服して社会的復興を
獲得してきた歴史過程を再現し，そこから
わたしたちの社会が受け継ぐべき課題を引
き出す

以上を述べて，最後に阪神大震災で歴史学系の
研究者や学生が震災で破壊された家屋から史料類
を救出する活動や震災そのものの史料保存などが
これまでにない運動として注目され始めたことに
触れている。
阪神大震災から４年が経過した当時は，この災

害によって衝撃を受けた多くの研究者が既存の分
野に包括されない新しい課題に挑み，その成果が
徐々に発表される段階であったと思う。なかで
も，特にハードな側面での防災対策は行政的要請
に限らず社会が注目するところとなった。また，
社会学のなかでも災害社会学は社会的認知を受け
る分野となり，多数の社会学者が阪神大震災以降
の被災者，被災地に関する社会調査を実施した。
残念ながら，災害社会史の領域が社会的認知を受
けたといえるにはほど遠い状況ではあった。しか
し，阪神大震災の被災者の多くが依然として避難
所生活を送っていた現状は，こうした状況を改善
しないことには震災に終りが来ないという思いを
被災者に限らず，災害研究者を含め，多くの人が
共有した。そのことがこれから研究を進めようと
いう若い学生たちには，災害を総体として捉える
ための学問領域があってしかるべきと思わせた
し，社会が要求する問題に直接対応できるのでは
ないかという刺激と期待を抱かせた。この点は，
わたしが属している歴史地震研究会会誌「歴史地
震」の発表論文のうちに，歴史系，人文系の発表
論文が２０００年以降多少なりとも増えている状況か
らもいえることであるし１，災害社会史を標榜す
る講座での学生の受講者が増えた点からも指摘で
きる。
さらには，特に災害に遭った地域での史料や文

化財の散逸を防ぐ被災資料救出の動きなどは，そ
の後の宮城県沖，新潟中越，鳥取県，岩手・宮城
内陸地震などでも受け継がれ，いまや被災地にお

２３０

＊神奈川大学
１北原糸子「歴史地震研究会と歴史研究」『歴史学研究』２００８
年６月号
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ける資料や文化財の救出に関わることが歴史研究
者や学生の常識となりつつある現代と比べると２，
災害後の処理すべきさまざまな課題や解決方法を
模索していた当時とは隔世の感がある。
また，阪神大震災で心身に癒しがたい傷を負っ

た人，ボランティアで現場に入った人，あるいは
現場から離れて支援を続ける人がともに育み，共
有できる「災害文化」の創生を願う動き，また，
被災地での防災だけに限らず社会に広く普及させ
るべき「災害教育」の実践などの次世代に向けて
社会の防災力を高めようとする動き３，あるいは
歴史都市京都の文化遺産の防災学の提唱など４，
阪神大震災以降の一種の文化運動ともいえる状況
は予想もしなかった広がりをみせている。そうし
た動きを包括的に論ずる余裕は今の筆者にはない
が，阪神大震災の有形･無形の影響の大きさは現
代日本の災害研究全般に亘る原点とも言うべき意
味をもたらしたともいえるだろう。現在，ロンド
ンの大英自然史博物館の地球科学部門では，阪神
大震災時の神戸のスーパーマーケット店内を模し
たコーナーで地震の揺れを再現しているが，もは
や世界が共有する地震体験となっているのかもし
れない（写真１-１，写真１-２）。
さて，日本の過去の「災害文化」を展示を通し

て確認するという方法はどうだろう。わたしは，
これを災害社会史研究を社会化する方法の一環と
位置づけたい。以下はその実践記録である。

１．２ 災害文化を伝える試み－災害展示
展示による災害史復元のテーマは，１９９９年の拙

稿でも言及していなかったし，当時は思いも着か
ない分野だった。この具体的事例を述べる前に，
ここで不用意に使ってしまった「災害文化」とい

う用語については説明しておきたい。
アメリカの災害社会学に由来する災害文化とい

う用語は，１９８２年の浦河地震の分析で廣井脩が導
入した５。学界ではともかくも，一般的にはこの
用語が導入された当初の日本では違和感を抱く
人々が少なくなかったはずだ。災害は歓迎されざ
るもの，文化は人類の高い知性を示す価値の高い
ものというそれぞれ相反する含意の言葉をひとつ
に結びつけた用語に直感的な違和感があったから

２３１

２寺田匡宏「復興と歴史意識―阪神大震災保存運動の現在」
『歴史学研究』７０１号，１９９７年；奥村弘「震災資料の調査・
保存・活用」神戸大学＜震災研究会編。『阪神大震災研
究 五 大震災を語り継ぐ』神戸新聞総合出版センター，
２００２年；奥村弘・佐々木和子「大災害の記録事始め―阪神
淡路大震災資料の保存活用をめぐって」岩崎信彦・田中康
雄・林勲男・村井雅清編『災害とともに生きる文化と教育』
昭和堂，２００８年；「災害と資料」（新潟大学災害復興科学セ
ンターアーカイブズ分野発行，現在２号まで発行）など

３岩崎信彦･田中康雄・林勲男・村井雅清編『災害とともに
生きる文化と教育』昭和堂，２００８年

４立命館大学文化遺産防災学「ことはじめ」篇出版委員会
『文化遺産防災学』ことはじめ篇，アドスリー，２００８年

５北原糸子「災害常襲地帯における災害文化の継承―三陸地
方を中心として―」（「災害多発地帯の『災害文化』に関す
る研究」研究代表首藤伸夫，平成４年度科学研究費補助金

（重点領域研究１）研究成果報告書，平成５年３月，所収）

写真１-１ 大英自然史博物館地球科学部門への
導入エスカレーター

写真１-２ 大英自然史博物館の「阪神大震災展示
コーナー」
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であろう。しかし，学術用語にとどまっていたこ
の言葉は，阪神大震災以後，人によりその定義に
違いはあるものの，被災者や現地での救助に携わ
る人々に限らず，阪神大震災に関するテレビ報道
や情報を遠くはなれた土地で見聞きした人々の災
害に対する感覚をも包括的に指し示す言葉とし
て，一般社会においても違和感なく受け入れられ
るようになったと思われる６。それほどに阪神大
震災の社会的衝撃度は大きく，罹災の有無を問わ
ず多くの人々が報道や情報を通してこの震災につ
いての災害像をそれぞれに形成していたというこ
とでもある。
さて，ここでわたしが唱える災害文化とは，日

本の歴史災害の資料をみてきたものとして，阪神
大震災に関する災害文化に限定してはいない。災
害列島日本といわれるように，日本の各地では突
発的自然災害に襲われた歴史を経験してきている
ものの，多大の被害を受けながらもそれを克服
し，地域に刻み込まれた歴史と記憶も持っている
ところが多い。わたしがここでいう災害文化と
は，こうした過去の災害の記憶や記録が地域に留
められ継承されてきた総体を意味する言葉として
使用している。
こうした地域に留められた災害文化の一端を博

物館という場で再現して，観覧する人々がそれに
直接触れることで，災害文化「共有」の場を作り
だすことが出来るのではないかと考えた。つま
り，博物館における災害展示を企画するというこ
とである。以下は，それらの実践と，振り返って
みての自己総括である。

１．２．１ 展示事例１「ドキュメント災害史－１７０３～
２００３ 地震・噴火・津波，そして復興」（国
立歴史民俗博物館主催特別展示，展示期
間２００３年７月８日～９月２１日，観覧者約
４万人）

「ドキュメント災害史」展は，国立歴史民俗博物
館による外部公募展示企画の募集に応募して２０００
年度に採用され，実現した企画であった。３ヵ年

に亘る災害展示のプロジェクトチームが作られ，
２ヵ年の研究期間とその成果を踏まえた１ヵ年の
展示企画を経て展示公開に至るという長丁場の経
過を辿るものであった。わたしは企画応募者とし
て，地震学，津波学，火山学，地理学，歴史学の
分野からそれぞれ担当していただけそうな研究者
２０名に参加を依頼し，さらに国立歴史民俗博物館
から展示に関する専門家の参加をお願いしてこの
プロジェクトを実施した。
展示タイトルに明らかなように，日本の江戸時

代を中心とする自然災害の歴史を中心にして，最
後に阪神大震災を取り上げて現代社会に位置づけ
ることと，自然災害のメカニズム分析だけではな
く，罹災後の復興過程についても可能な限り取り
上げることを展示の基本方針とした。展示可能な
資料のある災害を選び，それらに関するこれまで
の災害研究の成果を整理して，全体の流れの中に
位置づける作業は，結局のところ研究期間の２ヵ
年を要した。
重要なことは展示企画に参加していただける研

究者の人選である。この過程でわたしがもっとも
感心したのは，災害研究者たちはそれぞれの研究
対象が社会的に活用されるという点では，展示に
関する具体的イメージがなくても，企画への参加
を快諾されたことであった。すでに学界で功なり
名遂げた大家と呼ぶに相応しい諸先生，中堅の手
堅い研究歴を持つ先生方にもこぞって参加してい
ただいた。しかし，もっとも困難であったのは歴
史系の研究者への説得であった。歴史系の人々を
募り，災害の復興過程を展示で再現するという点
はわたし自身が主張する災害社会史の実現のひと
つの場として欠かせないものであったにもかかわ
らず，色よい返事をいただくことは困難であった。
５年前とはいえ，当時は博物館に勤務する学芸員
でもなければ，展示に関する具体的なイメージと
持つ研究者は少なく，プロジェクトへの参加を呼
びかけても快い返事がいただけなかったのである。
そもそも災害研究という分野自体が日本の歴史学
のなかでは形成されていなかったからである。
国立歴史民俗博物館の企画展示の４室，および

エントランスホールと展示室に通じる階段全体を

２３２

６田中重好「大都市災害の無力感にどう対処するのか―後衛
の災害研究―」『自然災害科学』Vol．１８，No．１，１９９９年
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使うというここで許される最大限の空間を使い，
各地から災害の歴史展示に相応しい貴重な資料，
たとえば，隆起以前の象潟を読んだ芭蕉の自筆の
俳句や同じく隆起以前の象潟屏風といった文化財
から善光寺地震で罹災した寺院の災害復興資金集
めに使われた富くじ箱の模型での富みくじ実演
（写真１-３），あるいは２０００年雲仙普賢岳噴火で破
損したオートバイや公衆電話に至るまで多様な展
示品が会場に集められ並べられた。津波の実験展
示など歴史系の博物館としては，かつてになかっ
た企画も取り入れた（写真１-４）。当時の漫画とし
て若者に人気の鯰絵も布地に印刷して天井から下
げるなどの遊びも取り入れた（写真１-５）。約２ヶ
月半の間，千葉県佐倉市の国立民俗歴史博物館に
足を運んでいただいた方は４万人に達した。図録

を発行し，外国へ日本災害史研究を情報発信すべ
く，英語の翻訳を加えた（写真１-６）７。また，この
展示で注目されたことは展示過程を「展示通信―
歴史・災害・人間」という情報誌を発行して，展
示情報を逐次公開したことである。歴博２０周年を
記念しての新企画であり，歴博の教員，職員，さ

２３３

７『ドキュメント災害史１７０３～２００３～地震・噴火・津波，そ
して復興～』国立歴史民俗博物館，２００３年

写真１-３ 善光寺地震後の復興資金募集に使わ
れた富くじ箱の模型（国立歴史民俗博
物館展示）

写真１-４ 津波高の再現コーナー（国立歴史民俗
博物館展示）

写真１-５ 安政江戸地震の鯰絵コーナー（国立歴
史民俗博物館展示）

写真１-６ 図録『ドキュメント災害史』（国立歴
史民俗博物館，２００３年）
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らには会場での説明を担当していただいたボラン
ティアの方々の協力を得て，３ヵ年を掛けた展示
企画を大過なく終了することができた。
なお，当時丁度開館したばかりの雲仙岳災害記

念館において，歴博展示の巡回可能な展示物を再
構成した企画展を行った（展示期間：２００３年１１月
１７日～２００４年１月８日）。

この展示を通して，研究論文発表という次元で
は味わうことのできない大勢の人々との展示場で
の交流は災害史を社会化する，言い換えれば，災
害社会史からの情報発信の実験であった。それに
劣らず予想しなかった大きな成果と考えられるの
は，災害に関わる異なる分野の研究者同士が，ど
うすればわかりやすく事の本質を人々に伝えられ
るのかについて真剣な議論が展開されたことであ
る。これは対象が防災という研究成果の社会化が
必要な災害だからこそ実現できたことでもあると
考えている。

１．２．２ 展示事例２「地図にみる関東大震災」（国
土交通省地理院主催，歴史地震研究会後
援，展示期間２００８年９月８日～１１月３日）

これは２００８年９月末現在，なお展示期間中の現
在進行形のものである（写真１-７，写真１-８）。主
催者は国土交通省国土地理院だが，歴史地震研究

会が展示企画と図録の作成を担当した。歴史地震
研究会の責任者という立場上，わたしは展示企
画，図録の作成全般に関わった。行事委員会が組
織され，第２５回研究大会（２００８年９月１３日～１５日）
に付属するイベントとしてこの展示が企画された
のである。
展示の目的は国土地理院の前身である参謀本部

陸地測量部が関東大震災時に被害地を測量し，被
害やその他の情報を書き込んだ地形図を展示する
ことである。この地図は，当時地図作成の国家機
関であった参謀本部陸地測量部の測量担当者９４名
が震災後の９月６日～１５日までの間，東京市内と
近郊，小田原熱海下田方面，松田惣領・山北・御
殿場，沼津方面，加知山・飯山・白浜・南浅夷方
面，甲府・八王子方面の５方面に震災に伴う地形
地物交通網の変化を調査して地図のその情報を記
したものであった。ここには地形地物の変化のみ
でなく，東京市内近郊の避難民や周辺地域での朝
鮮人に関する流言の有無なども書き込まれてお
り，震災直後の戒厳令下における住民状況の把握
も兼ねたものであったと推定される。
国土地理院主催，震災応急測図の公開展示とい

う趣旨を生かす構成とするために，地震学，地質
学，地形学，歴史学のそれぞれの分野の専門家に
よって展示構想が立てられた。目玉の震災応急測
図の生々しい記述からは，大震災下の混乱状況の
なかでの調査の臨場感が匂い立つ。この災害がも

２３４

写真１-７「地図にみる関東大震災」展のビラ

写真１-８「地図にみる関東大震災」の展示場風
景（国土地理院内「測量と地図の科学
館」展示場）
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たらした社会的緊張の強さを語ってあまりある。
地図に書き込まれた情報を読み解くだけでなく，
当時の社会の雰囲気を伝える資料にじかに接する
ことは知識を得るというだけに終わらない展示の
もうひとつの余興であろう。地図の専門分野の機
関が担当するということもあり，図録には可能な
限り震災後に調査作成された地図を収録，解説を
加えた８。
いまだ開場したばかりであって，厳しい批評も

聞えては来ないが，旧字体で書き込まれた詳細な
情報が読み解けない若い年齢層へのために，さら
にひと工夫をあってしかるべきであったと反省し
てはいるが。

１．２．３ 事例３ かわら版・鯰絵にみる江戸・明
治の災害情報－石本コレクションから

（東京大学総合図書館，２００８年１０月２４日～
１１月２６日）

これはまだ展示展開がなされていない。しか
し，図録の編集，展示構想はほぼ固まり，現在は
図録編集の最終段階である（写真１-９）。石本コレ
クションは，石本巳四雄第２代地震研究所長（在

任期間１９３３年～１９３９年）が収集した江戸・明治を
中心とする災害に関連するかわら版・錦絵を中心
とするものである。所長を務めた地震研究所にも
同類のものが数多く所蔵されているが，今回は東
京大学総合図書館にあるもののみを対象とする。
この展示はわたし個人が企画を依頼されたので，
歴史災害史に詳しい若手研究者，あるいは錦絵な
どを博物館で長年手掛けてきた学芸員の参加を募
り，協力いただいた。また，災害かわら版・錦絵
のうち，江戸・明治中期にいたる災害関連のもの
を選択したため，災害そのものについても最新の
研究成果をパネルで示すことにし，地震学者，火
山地形学の専門家にもご参加いただいた。
こうした個人のコレクションを展示するケース

ははじめての経験ではあるが，収集された鯰絵を
含む江戸時代の災害かわら版，明治以降関東大震
災にいたる間の噴火，津波，地震などの大災害に
際して出版された錦絵類を数多く備えている点で
は災害関係者にとっては貴重なコレクションとな
るはずである。
今回ははじめての公開であるから，災害ものに

関して全体の傾向が把握できるような構成とし
た。全体で５８２点のコレクションのうちには温泉
案内や富士山や浅間山などの火山の名所絵，など
も１００点以上含まれるが，特に多くを占めるのは
安政江戸地震の時に出版されたかわら版・鯰絵で，
この数は２４４点に上る。温泉や火山の名所絵も災
害学者として食指が動くものであったのだろう
が，安政江戸地震のものが突出する理由はなぜな
のか。この展示では，個人コレクターの展示とい
うことも踏まえて，コレクター石本巳四雄とコレ
クションとの関係を考えてみることにした。図録
には，読みにくいかわら版類の解読文も掲載し，
巻末にコレクション目録を掲載して，広く利用の
便に供する予定である。

１．３ まとめに換えて
災害展示はいまや珍しいものではない。阪神大

震災後設けられた人と未来防災センターや雲仙普
賢岳噴火後に雲仙岳災害記念館においても災害発
生のメカニズムの解説などともに，臨場感を狙っ

２３５

写真１-９「かわら版・鯰絵にみる江戸・明治の
災害情報ー石本コレクションから」展
のビラ（東京大学総合図書館）

８歴史地震研究会編『地図にみる関東大震災』日本地図セン
ター，２００８年
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た展示構成が採られている。しかしながら，過去
の災害の絵図や文字の資料が多く残されているも
のの，それらを活用して，そこから現代社会に生
きるわたしたちが有効な情報を受け継ぐ道筋は必
ずしも確保されているわけではない。何百年，何
十年という長い期間を秘かに蔵や収蔵庫の片隅で
過ごしてきたこれらの資料類は至って寡黙であ
る。これらの資料類に何かを語らせるには工夫が
要るし，そのさまざまな語りにわたしたちが耳を
傾けてこそ，これらの資料を現代に生かすことが
できる。そのひとつの手段としての展示は，遠い
過去の災害を現代社会のなかで生かす有効な方法
だと考えるのである。１０年前に唱えた災害社会史
の現状の一端を伝えて，稿を閉じることにした
い。

２．災害エスノグラフィーとインタ
ビュー

林 勲男＊

２．１ はじめに
「調査などいらない。それより何を持ってきて
くれたのか」。ある被災地で来訪の趣旨を説明し
た私に，その言葉が返ってきた。
大規模な自然災害が発生すれば，被災地に大量

に集まってくるのは救援物資とボランティアを含
めた支援者，そしてマスコミと研究者である。上
の住民の言葉は，半ば予想していた反応であっ
た。「住民の視点」「被災者の視点」からすれば，
大学や研究機関に所属する研究者が，たとえ地元
行政の紹介で，あるいは行政の担当者と共に調査
目的で訪れたとしても，次から次へとやって来る
マスコミの取材とそう大差はない。被災地の人び
とは，繰り返されるインタビューや，アンケート
の同じような質問に辟易している。
災害被災地での調査というと，ハザードの大き

さや建造物の被害状況を把握するための実地調査
か，被災者の生活への影響を調べるアンケート調
査あるいは質問票による面接調査を思い浮かべる
人が大半であろう。しかしその一方で，社会現象

としての災害実態をより詳細かつ総体的に把握
し，記述する方法としてのエスノグラフィーへの
関心が高まっている。
エスノグラフィーを用いた災害研究には，二つ

の方向性がみとめられる。一つは，体験者（被災
者および災害対応者）の視点から，災害の状況，
本人や周囲の人びとのとった判断や行動，その相
互関係などを詳細に聞き取って記録することで，
災害過程の総体的理解を得ようとするもの。もう
一つは，やはり体験者の視点を重視しながら，災
害の直接的・間接的影響や個人・集団・組織の対
応状況とその相互関係を数年あるいはそれ以上の
長期にわたり詳細に調査し，災害発生以前の社
会・文化状況に照らしあわせて，当該の災害その
ものの理解を深めようとするものである。両者と
もに，災害という非日常状況を，人びとの生活の
背景となる社会構造や価値体系との関連性におい
て捉えようとする点では共通しており，災害の多
層性・複雑性を解明することで，防災力・減災力
の増進に寄与するものと考えられている。
エスノグラフィー調査では，調査者が一方的に

聞く側に立つのではなく，互いに影響しあう相互
行為関係に，さらには対象地域の社会関係に参入
し，そうした相互行為の結果として，インタ
ビューや観察によるデータを収集していく。した
がって，冒頭に紹介したような反応は，被災後間
もない調査地では決して珍しいものではない。

２．２ フィールドワーク
２．２．１ 人類学的フィールドワーク
社会・文化人類学（以下，人類学）では，１年

あるいはそれ以上にわたって現地に住み込んでの
調査を行う。多くの場合が，海外のいわゆる「異
文化」での単独調査である。「住み込む」というこ
とは，その土地の言語を習得し，社会生活に参加
することが求められる。社会生活に参加しなが
ら，観察やインタビューを主な手段として，「住民
の視点から（from thenative’spointofview）」の
物事の見方や出来事の解釈の仕方，さまざまな課
題解決のプロセスを理解し，それをフィールド
ノートに記録していく。そのフィールワークで収

２３６

＊国立民族学博物館/総合研究大学院大学
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集したデータを，研究テーマおよび調査地域に関
する先行研究などの文献資料と総合させて書き上
げるのが民族誌，すなわちエスノグラフィーであ
る。そして多くの人類学者は，研究テーマに関す
る現象の変化と持続性を捉えるため，あるいは新
たなテーマを持って，同じ調査地でのフィールド
ワークを断続的に継続していく。
当然のことながら，こうした長期間に及ぶ

フィールドワークにはさまざまな困難が伴う。そ
れらの問題を解決していくプロセスの中で，対象
社会・文化への理解も深まっていく。とりわけ
フィールドワークの初期段階で重要なのは，研究
という名目はあるにしても，フィールドワーカー
はその社会の住民からすれば他所者の一人にすぎ
ず，これからその地域のことを学んでいくという
姿勢である。調査地では，この他所者に対して関
心を持つ人もいれば，まったく持たない人もいる
し，警戒心や猜疑心を持たれることも珍しくな
い。そして人びとの対応は，調査者との相互関係
性に依存し，変化するものである。

２．２．２ 量的調査と質的調査
人類学ほどの長期間に及ぶ調査は稀だとして

も，研究者自身が現地に赴いてフィールドワーク
を行うことは，すでに社会科学のさまざまな分野
で行われている。そして社会現象に関するデータ
収集法は，一般に量的調査と質的調査に分けられ
る。量的調査とはデータを統計処理可能な形で収
集するもので，十分な標本数の確保と効率化を図
るためにアンケートを実施したり，直接面接の方
法を採用するにしても，あらかじめ準備した質問

リストに即した形での，一問一答方式が基本であ
る。一方の質的調査は，参与観察や聞き取りに
よって，個人の体験やその周囲の人びととの関
係，体験に関する考えや感情などについても詳細
に記述していくため，短期間に効率よく大量の標
本数を確保することはできない。
表２-１に示すとおり，量的調査と質的調査は，

それぞれに有用性が異なるため，調査の目的に
よって使い分けなければならない。ただ，質的調
査の訓練プログラムを確立することは難しく，経
験の蓄積，調査者の資質や能力に依存する部分が
大きいため，検証可能性を重視する「科学的な」
方法ではないとの批判も受けやすい。確かに，収
集データの質が調査者次第という「職人芸」に近
い側面はあるが，それは決して否定されるべきも
のではなく，社会現象の性質によっては，むしろ
必然的な調査方法であるし，調査者の経験や資
質，能力が正確なデータを収集する必要条件であ
ることは，量的調査のための質問用紙を作成する
場合でも同様であろう。
エスノグラフィーは，量的調査を全く実施しな

いわけではないが，質的調査をデータ収集の中心
に据え，行為者の視点に立ち，その個人が自らの
体験に基づいて構築した現実（リアリティ）の多
様性を，インタビューによって具体的な事例とし
て収集し，それら相互の関係性あるいは個々の事
例を成り立たせている社会構造や政治・経済的状
況，さらにはそれらの歴史的経緯や価値体系など
の解明と，それらに照らした具体的事例の理解を
めざすものである。

２３７

表２-１ 量的調査と質的調査の比較（間淵２００６）

量的調査質的調査
客観的主観的調査・分析の手法

高低調査・分析手続の透明性
多量少量調査可能な標本数
低高調査内容の臨機応変度
容易困難調査に必要な能力の修得方法の標準化
困難容易調査結果への感情移入
可能不可能調査結果から母集団の状況を推計すること
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２．２．３ ラポールの形成
人類学におけるフィールドワークの先駆者であ

るマリノフスキーは，フィールドワークについて
４つの基準ないし条件を設けた。それらは，（１）
現地での長期滞在，（２）現地語の習得，（３）現
地社会の一員として受け入れられること，（４）現
地の人びととの間に信頼関係（ラポール）を築く
こと，である（マリノフスキー １９６７）。災害に関
する現地調査を実施しようとする研究者のほとん
どは，異文化での長期滞在型のフィールドワーク
は行なわないとしても，面会を重ね，個人の体験
や見解について詳細に調査しようとする場合，信
頼関係の形成は不可欠である。
だが，信頼関係を形成したからといって，必ず

しも調査対象者の「本音」を引き出せるとはかぎ
らない。そもそも「本音を引き出す」と考えるこ
と自体が，体験のすべてを言語化できるとの誤っ
た前提に立つ危険性を含んでいる。ましてや九死
に一生を得，今後の生活に不安を抱いている段階
の被災者が，いつ，どのような状況で自らの体験
を語り出すことができるかは，かなりの個人差が
ある。また，確かに体験の語りには「本音」と呼
べるものもあることは事実であるが，語りとは体
験そのものというよりも，語り手による体験の解
釈であり，語りという行為はかなり状況に依存し
た，流動的で変化しやすいものであることを忘れ
てはならないだろう。それは決して「建て前」と
か「嘘」というものではなく，個人が自分の体験
を語る際の特徴と認識すべきである。
長期の住み込みはせずとも，数年あるいはそれ

以上の期間にわたって被災地の変化を追う目的
で，断続的なフィールドワークを実施する研究者
は増えているようである。そうした研究者は，当
然のことながら研究成果の現地への還元が期待さ
れるのと同時に，調査完遂の目的だけで信頼関係
を築くことは難しく，信頼関係は対象地域への参
加によって形成される社会関係に大きく依存する
ことに気づくであろう。

２．３ エスノグラフィック・インタビュー
「エスノグラフィー」という言葉は，フィールド

ワークの結果をまとめた報告書という意味以外
に，フィールドワークという調査方法やその調査
の作業プロセス自体を指しても用いられる。後者
の意味で用いる場合にも，「グラフィー（-graphy）」
が示すように，フィールドワーク中にメモをとっ
たりフィールドノートを整理したりと，書く行為
あるいは書いたものが重要視されていることがわ
かる。フィールワークの方法や，エスノグラ
フィーを完成させる作業手順については，近年多
くの書籍が出版されている（例えば，桜井，２００２；
佐藤，２００２，２００８）ので，詳細はそれらに譲ると
して，ここでは私の経験に基づいてインタビュー
調査について述べておきたい。
エスノグラフィーでは当事者の視点を重視する

ため，インタビューによって収集されるデータの
重要度が高い。インタビューというと，時間と場
所をあらかじめ設定した面接調査を思い浮かべや
すいが，フィールドワーク中，当事者からの話を
聞く機会はさまざまな場面で訪れる。もちろん，
調査者と被調査者の双方にとっての限られた時間
や質問内容を考慮して，面接調査を設定すること
は時には必要であるが，そうしたフォーマルな
セッティングとは別に，前もって考えていた質問
ではなく，シチュエーションに応じて必要な情報
を尋ねることはよくある。
すでに述べたように，エスノグラフィーのため

のフィールドワークでは，調査地の社会関係に参
加することも必要であり，インフォーマルな場面
で言葉を交わす機会も多い。調査テーマにとって
必要な情報とは何か，それはいつ，どのような場
面で誰に質問するのが適切か，などを常に意識す
べきである。言いかえれば，インフォーマルな場
面で観察したことや質問への答え，面接調査での
質問に対する答えの中から，新たな「意味のある
問い」を発見していくことが重要だと言える。
インフォーマル・インタビューでは，その内容

をその場でレコーダーやメモなどに残すことはせ
ずに，後で忘れないうちにメモを取っておき，さ
らにそのメモを参考にしながら，記憶が鮮明なう
ちにその時の状況と答え方などの情報も含めて
フィールドノートに記録しておく。ただ，時には
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調査モードをオフとし，調査地域の人たちとの親
交を深めることも必要である。酒の席で重要と思
われる情報を得ることはよくあることだが，なん
とかメモに記録したものの，翌日になって，なぜ
その情報を重要と考えたのかがわからなくなって
しまっていることも時にはある。
エスノグラフィー調査の特徴の一つは，調査地

で得た新たなデータから調査の焦点を絞ってい
き，仮説を組み立て，その検証に必要となるデー
タを収集するのに，誰に，どのような設定でイン
タビューをしたらよいかを調査中に常に考えるこ
とである。そのためには，インフォーマルおよび
フォーマルなインタビューで得た情報をこまめに
メモし，そのメモをもとにして，その日のうちに
フィールドノートをまとめる作業をすることであ
る。フィールドノートは，データを得た状況や他
のデータとの関係性，新たに発見した問い，仮説
なども同じノートに記述しておいたほうが，後で
読み返した時，とくにエスノグラフィーをまとめ
る際に役立つ。
収集したデータを総合し仮説を構成し，それを

検証するための質問を練ることが質問の構造化で
あり，仮説検証の質問の場としては，調査者と被
調査者の役割が明確なフォーマル・インタビュー
の設定が適切である。佐藤はフィールドワークに
おけるさまざまなインタビューについて，簡潔な
図に整理している（図２-１）。
面接調査あるいはフォーマル・インタビューに

ついては，社会調査に関する多くの本にその方法
が書かれているので，それらを参考にして欲し
い。災害調査に限らず，フィールドワークとりわ
けエスノグラフィー調査では，インフォーマル・
インタビューとフォーマル・インタビューの両方
を，データ収集の進展に応じて適切に組み合わせ
ていくことが必要である。

２．４ 災害エスノグラフィー
「はじめに」で，災害研究におけるエスノグラ
フィーには二つの方向性があると指摘した。一つ
は，災害発生直後から復旧・復興期にかけての災
害過程に焦点をあてたもので，災害の現場に居合
わせた被災者や災害対応者に直接インタビュー
し，彼らの視点から災害像を描くものである。日
本では阪神淡路大震災に関する研究において，研
究者個人の資質や能力への依存部分が大きいとい
うエスノグラフィーの特質を乗り越えるため，イ
ンタビューとデータの体系化のための標準的手法
の開発も試みられ（林・重川，１９９７；田中・林，
１９９８；田中・林・重川・浦田・亀田，２０００・２００１），
他の災害への応用も行われている（田中・重川；
２００２）。これらの研究は，調査対象者が語った内
容を，現実に起きた出来事の断片的な体験の語り
として扱い，それらを集めて体系化することで災
害過程の全体像を再構成しようとするものであ
る。その一方で，調査対象者自身による体験の解
釈やその解釈に基づく語りの内容や語り方は，災

２３９

図２-1 様々なタイプのインタビュー（佐藤２００２）

・質問の構造化の度合い大
フォーマル ・役割分化の度合い大
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インフォーマル ・質問の構造化の度合い小

・役割分化の度合い小

滑

滑

滑

滑

｝狭い意味での
「インタビュー」



自然災害研究の方法論

害体験のみによって形づけられるものではなく，
それまでの人生経験が大きく影響しているわけで
あり，語り手の人生経験というコンテクストに照
らした，語りのテキスト分析の可能性が開けてく
る事実を見逃してはならない。
もう一つの方向性として，体験者の視点に立ち，

災害の様相を長期にわたり調査し，それを現出させ
た地域社会の特徴を，社会・経済・政治等における
人間活動をとおして構築されたものとして，その総
体を共時的のみならず通時的に解明しようとするエ
スノグラフィーも書かれている（Oliver-Smith
１９８６;Bolin,R.andL.Stanford１９９８など）。例え
ば，エスニシティ・ジェンダー・宗教・年齢・貧
富などの差異が，救援物資の配給や生活再建支援
策の適用において何らかのファクターとして働い
たかどうかの状況把握は，詳細な具体的データの
収集を必要とする。こられのファクターが当該地
域での災害に対する社会的脆弱性を構成する要素
としていかに再生産されるかは，日常生活におけ
る人びとの活動にまで注目することが不可欠であ
る。それは脆弱性の再生産や，そのプロセスの背
景となる価値観や社会・経済・政治構造の同定，
さらには対策を要する課題などを明確化すること
にも連なっている。
人類学や社会学がこれまで洗練させてきた，

フィールドワークやエスノグラフィーの方法・課
題・可能性についての議論を踏まえないと，単に
現地に赴き，災害体験を直接聞き取り，それらを
統合する研究者による別の語りを編集したものと
してのエスノグラフィーの量産にのみ向かってし
まう危険性があることは留意すべきであろう。特
定の被災地の災害プロセスに現れる特徴は，災害
発生以前の社会・文化状況の反映であり，災害後
の状況だけでは捉えきれない場合がほとんどであ
る。エスノグラフィーは被災地の長期調査を必要
とするが，災害後だけでなく，災害以前のその地
域社会の歴史状況をも視野に収めることが不可欠
である。

２．５ おわりに
質的調査は経験の蓄積，調査者の資質や能力に

依存する部分が大きく，訓練プログラムを確立す
ることは難しいと先に述べたが，「職人」と同様，
エスノグラファーを育成することは可能である。
そのためには，教科書や講義に加え，フィールド
ワークの実習が不可欠である。しかし，災害研究
だからといって，被災地でいきなり実習というの
では，調査する側と受け入れる側の双方にとって
戸惑いが大きすぎるであろう。そこで災害からす
でに長い年月が経過している地域か，住民による
自主防災活動が盛んな地域を選択し，その地域の
住民理解を得たうえで，まずは住民自身が重要と
考えている課題を発見し，フィールドワークを開
始するのは，そう無理なことではないであろう。
人類学や社会学では，調査実習がカリキュラムに
組み込まれているケースが多い。災害をテーマと
したものでなくとも，そうした実習に参加するこ
とでも多くを学ぶことができる。
さらには，フィールドワークやエスノグラ

フィーを重視する人類学や社会学の研究者との共
同研究や共同調査を通じて，エスノグラファーの
育成・訓練プログラムの開発が求められる。もは
や人類学はいわゆる「未開社会」を選定してフィー
ルドワークをおこなう学問ではなく，開発途上国
の一地域を調査地としていても，グローバリゼー
ションのなかで人びとが対峙している現実（リア
リティ）を把握しようとしている。たとえば，国
内でも開発プロジェクトの現場をフィールドとし
たエスノグラフィーも出版され（小國，２００３；石
井，２００７など），激動する現代世界に暮らす人び
とが抱える問題に取り組んでいく実践人類学（an-
thropologyinaction）も生まれている。
自然災害の社会的影響やその様相を決定する社

会的・歴史的要因の解明は，詳細な調査データの
統合・分析によって可能となる。人類学から生ま
れたエスノグラフィーは，同じフィールド・サイ
エンスとしての災害・防災研究においても，高い
利用価値を持つものと確信する。

参考文献
Bolin,RobertandLoisStanford:TheNorthridge

earthquake:vulnerabilityanddisaster,Routledge,
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３．全国港湾海洋波浪情報網NOWPHAS
による海象のモニタリング

河合 弘泰＊

３．１ はじめに
全国港湾海洋波浪情報網（NationwideOcean

WaveinformationnetworkforPortsandHAr-

bourS，略してNOWPHAS，ナウファス）とは，
１９７０年から国土交通省（運輸省）港湾局が中心と
なって整備してきた波浪観測システムである。現
在も国土交通省港湾局，東北から九州の各地方整
備局，北海道開発局，沖縄総合事務局，国土技術
政策総合研究所，港湾空港技術研究所が共同で運
営している。その中で港湾空港技術研究所は，全
国各地で観測されたデータの集中処理・解析を
担っている。図３-１は２００８年４月現在の観測地点
の配置であり，６１地点ある。これらの地点では毎
日，２０分または２時間毎に，２０分間の水面を０．５sま
たは１s間隔で測定し，波浪の統計量を計算して
いる。
本稿では，NOWPHASの観測機器，解析方法，

最近の観測事例に加え，近年の波候のトレンドに
ついても紹介したい。

２４１

＊独立行政法人港湾空港技術研究所
海洋・水工部海象情報研究領域長心得

図３-１ 全国港湾海洋波浪情報網
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３．２ 観測機器
NOWPHASの波浪観測機器には海底設置式と

ブイ式とがあり，図３-１で岩手県南部沖と宮城県
中部沖がブイ式である他は，海底設置式である。

３．２．１ 海底設置式の波浪計
波浪は，図３-２に示すように，水粒子の楕円軌

道によって生じており，この楕円軌道の半径は海
底に向かって小さくなる。水粒子が海底でも動い
ていれば，ここに水圧センサを置き，観測した水
圧の経時変化から水面の経時変化を逆算できる。
この原理を用いた波高計が水圧式波高計であ

る。例えば理論的には，周期が３sの波であれば
水深７mまで，８sであれば水深２１mまで，水粒
子は運動している。水圧式波高計には，短い周期
の波浪を観測できない限界はあるが，高感度な圧
力センサが開発され，今でも重要な役割を担って
いる。
超音波式波高計は，海底から水面に向かって発

射した超音波パルスが水面で反射して戻ってくる
までの時間をもとに，水面の高さを計測するもの
で，センチ単位の計測が可能である。２００kHzの超
音波パルスが使われており，水深３０mのところで
は約０．０４sで戻ってくる。さらに，超音波パルスを
真上だけでなく，斜め上の３方向にも発射し，海
底と海面の中間層の水粒子速度をドップラー効果
の原理で測定することで，波の進行方向まで計測
できる機器もある（橋本ら，１９９５）。図３-３が海象
計と呼ばれているその機器であり，NOWPHAS

では主力の計測機器になっている。
超音波式波高計を用いると，水圧式よりも高精

度に，海底に水圧変化が生じない短い周期の波浪
でも，観測できる。その反面，砕波で海水に気泡
が含まれたり，波や流れで海底の土粒子が巻き上
げられたりすると，超音波パルスが気泡や土粒子
で反射するため，水面を計測できない。海象計
は，水圧センサも搭載し，静穏時は感度の良い超
音波パルス，荒波時で超音波パルスにノイズが入
れば水圧と，両者の長所を生かした計測ができ
る。

３．２．２ ブイ式の波浪計
海底設置式の波高計は，圧力センサや超音波の

送受波器の性能，設置にかかわる潜水作業の制約
から，これまでは概ね５０mより浅い海底に設置
してきた。この水深でも沖波に近い波浪は観測で
きるが，防波堤の設計でしばしば使われる周期が
１３s以上の波浪を，屈折や浅水変形の影響を受け
ない状態で観測するためには，もう少し深い場所
で観測する必要がある。例えば理論的には，周期
が１３sの波浪に対して水深は１３２m以上となる。
このような場所での観測には，ブイ式やタワーに
取り付ける方法が適している。ただし，従来のブ
イ式の波高計は，鉛直方向の加速度を測定し，こ
れを二回積分することでブイの高さ，すなわち水
面を求めていた。この方法では，短い周期の波浪
にブイの動きが追従できないばかりか，長い周期
の波浪も加速度が小さ過ぎて正確に計測できない
ために感知できない，という限界があった。
これに対し，NOWPHASで最近になって導入

２４２

図３-２ 波による水粒子の運動

図３-３ 海象計
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を進めているブイには，GPSセンサを搭載してい
る。ブイは，図３-４に示すように，海岸から最長
で２０km程度沖合の，水深１００～３００mの場所に，
チェーンで係留している。GPS測位には様々な方
法があるが，衛星と沿岸部の基地局からの電波の
位相情報を用いる，RTK方式を採用している。
その測位の精度は，GPS衛星の配置や電波の状態
が良いときに数センチと言われている。この方法
で１s間隔のブイの高さを測定すれば，従来のブ
イでは観測が難しかった，長い周期の波浪も精度
良く測定でき，天文潮，高潮，津波，海流などに
よる潮位変化のモニタリングにも活用できる。た
だし，ブイの挙動はチェーンにも拘束されている
ので，その影響を考慮した，より高精度な解析技
術の開発が求められている。

３．３ 観測データの解析
次に，こうして得た観測データの基本的な解析

方法について紹介したい。

３．３．１ 波浪の解析方法
NOWPHASでは２０分間の水面波形から波浪の

解析を行っている。この解析にあたっては，図
３-５に示すように，波形記録に平均水面の線（ゼ
ロ線）を引き，水面がこの線を上向きにクロスす
る点を波の始まりと定義する。そして，個々の波

に含まれる一番高い峯と一番低い谷との差が波高
である。この方法をゼロアップクロス法という。
こうして得た全ての波の波高を羅列すれば，海

が荒れているか穏やかかの見当はつくが，いつも
羅列していたら大変である。そこで，海の状態を
表す代表的な波として，以下のものを求めている。
① 最高波：波高が最も高い波
② １/１０最大波：波高の高い方から１/１０をとり

出して平均したもの
③ 有義波：波高の高い方から１/３をとり出して

平均したもの
④ 平均波：全てを平均したもの

海洋工学や海岸工学では，単に波高といえば，有
義波の波高を指す。その歴史的経緯の説明は省く
が，人が海で波を見ると，大きな波が目につくの
で，全ての波の高さの平均を求めたつもりでも，
有義波の波高に近い値になってしまうようだ。
次に，水面波形をフーリエ変換して，周波数ス

ペクトルを求める。波浪のスペクトルは，図３-６

２４３

図３-５ ゼロアップクロス法による波の定義

図３-６ 周波数スペクトル

図３-４ GPS波浪計システム
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に示すような，一つのピークをもつ滑らかな形状に
なることが多い。ブレットシュナイダー・光易型，

S（f）＝０．２５７H１/３２T１/３（T１/３f）－５exp［－１．０３（T１/３f）－４］

のように，有義波の波高H１/３と周期T１/３の関数で
表わす標準的なスペクトル形も知られている。
海象計では，海底から４つの方向に超音波パル

スを発射して水粒子運動を計測しているので，こ
れらの組合せから波浪の方向スペクトルも推定す
る。図３-７は，実際に観測された波浪の方向スペ
クトルの例であり，北からのエネルギーが卓越し
ている。一方，GPS波浪計においても，ブイの三
次元的な運動から波向を推定する方法が開発され
ている（清水ら，２００７，２００８b）。

３．３．２ リアルタイム処理
NOWPHASでは，観測データを自動的にある

種のアルゴリズムを通して解析する「リアルタイ
ム処理」と，事後に精緻なチェックを行う「ノン
リアルタイム処理」の２種類の処理を行っている。
リアルタイム処理した結果は，国土交通省のホー
ムページhttp://nowphas.mlit.go.jp/を通じて公開し
ており，この情報は海上工事や荷役の可否の判
断，沿岸部の防災など，幅広く活用されている。
図３-８は北海道・東北地方の波高計で直近に観

測した有義波高，有義波周期，波向を示したもの
であり，他の地方も同様に表示できる。
図３-９は，ある一つの観測地点における，一週

間の有義波の経時変化を示したものである。グラ

２４４

図３-７ 方向スペクトル

図３-８ 波浪の実況

図３-９ 有義波の経時変化グラフ

図３-１０ 周期帯波浪の経時変化グラフ
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フの左の方では４mを超える波高が観測されて
いる。各時刻の数値は一覧表形式でも見ることが
できる。
図３-１０は，８s以下の成分を風波，８～３０sの成

分をうねり，３０s以上の成分を長周期波と定義し
て，それぞれの波高を示したものである（永井ら，
２００２b）。風波とうねりの波向は必ずしも同じで
はない。また，風波は低くても長周期波が起きれ
ば，港内に係留した船舶は動揺する。このような
周期帯の情報も安全な港湾活動に役立っている。

３．３．３ ノンリアルタイム処理
事後に行うノンリアルタイム処理では，波形か

らノイズを取り除き，超音波式の欠測を水圧式の
観測値で補間するなど，手間をかけた波形の吟味
を行っている。この作業を終えてから改めて，ゼ
ロアップクロス法で各時刻の有義波，平均波，最
高波の諸元を求める。こうして得た値が「確定値」
である。波形の修正によって，確定値はリアルタ
イム処理時の値と少し異なることもある。
さらに，その年の最大有義波の検索，波高・周

期の出現頻度表の作成，観測開始以来の上位の有
義波のランキングなどを行う。例えば，図３-１１
は，比較的古くから観測が続いている地点につい
て，既往最大の有義波高（速報値を含む）を示し

たものであり，１０mを超える波高も観測してい
る。
これらの結果は，港湾空港技術研究所資料（例

えば，永井，２００２a；清水ら，２００８a）などとして
刊行する他，海象情報研究チームのホームページ
http://www.pari.go.jp/bsh/ky-skb/ks-jyo/kaisy/index.

htmにも掲載している。そして，様々な場面で活
用されている。例えば，港湾計画を立案する際に
は，沖合で観測した波高・周期・波向の頻度表を
もとに，港内の波高の出現頻度を求め，荷役稼働
率が所定の値を満たすように，防波堤などの配置
を考えている。また，防波堤などの構造物を設計
する際には，５０年確率の波浪を用いることが多
く，沖合で観測した波浪の極値統計をしている。

３．４ 最近の観測事例
このようなNOWPHASで観測した台風０７０９号

による波浪とペルー沖地震津波を，永井ら（２００８）
の論文から抜粋・要約して紹介したい。

３．４．１ 台風０７０９号による波浪
台風０７０９号は，図３-１２に示すように，２００７年

９月６日深夜に中心気圧９６５hPaで関東に上陸し，
東北，北海道地方を縦断した。図３-１３に示す有
義波の経時変化のうち，上の３カ所が海底設置

２４５

図３-１１ 既往最大の有義波 図３-１２ 台風０７０９号のコース
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式，下の２カ所がGPS波浪計によるものである。
沖縄県の中城湾では有義波高が最大でも２．５７m
であったが，東北沿岸の小名浜，宮城県中部沖，
岩手県南部沖では６mを超えた。

図３-１４は，図３-１３に示した２基のGPS波浪計
とそれぞれの最寄りの海底設置式波浪計を選び，
台風最接近時の有義波を示したものである。各地
の最大の有義波高は，宮城県中部沖のGPS波浪
計で９．１５m（９月７日１１時２０分），石巻港沖の海
象計（海底設置式）で５．７７m（１２時０分），岩手
県南部沖のGPS波浪計で８．１１m（１４時２０分），釜
石港沖の超音波式波高計（海底設置式）で２．１１m
（１３時２０分）であった。海底設置式波浪計に比べて
GPS波浪計による波高が高いのは，GPS波浪計が
海底設置式波浪計よりも沖合にあり，岬などの陸
上地形による遮蔽や，屈折など浅海変形の影響が
小さいためであると考えられる。

２４６

図３-１３ 有義波の経時変化（永井ら，２００８）

図３-１４ 有義波の経時変化（永井ら，２００８）
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３．４．２ ペルー沖地震津波
図３-１５は，２００７年８月１７日のペルー沖地震津

波が来襲したときの，岩手県南部沖のGPS波浪
計，釜石港沖の超音波式波高計，海上保安庁の釜
石港内の検潮所で観測された水面波形から，短い
周期の波浪や天文潮を，清水ら（２００６b）の数値
フィルターで取り除いたものである。気象庁の数
値計算によれば津波の来襲時刻は４時頃である。
釜石港沖の超音波式波高計と港内の検潮所では，
遅くとも６時には４時以前と大きく異なる波形が
現れ，最大両振幅がそれぞれ１５cm，２０cm程度の
弱い津波を観測した。しかし，岩手県南部沖の
GPS波浪計の記録から津波を識別できなかった。
GPS測位はその瞬間のGPS衛星の配置や電波の
状態にも左右されるため，数cmの見かけ上の長
周期波が波形に現れる。そのため，振幅が小さな
津波を捉えることは困難であった。

３．５ 波候の長期トレンド
これまでNOWPHASによる海象のモニタリン

グは，港湾計画，防波堤など施設の設計，海上工
事や荷役の安全性確保，防災などを目的にしてき
た。ところが，データの蓄積された近年では，地
球温暖化への関心の高まりと相まって，波候の長
期トレンドの解析に対する期待も高まっている。

図３-１６は，清水ら（２００６a）にならい，古くから
観測している地点を選んで，２００７年までの各年の
平均の有義波高（２００６年までは確定値，２００７年は速
報値）を求めた結果である。ただし，１２ヶ月全ての
月で測得率が５０％を超えた年のみを示した。少な
くともこの図に示した地点では，年平均有義波高
に１０％程度の不規則な年変動は認められるものの，
経年的に顕著な増加・減少傾向は見られない。
ところが，台風や低気圧で生じる顕著な高波（い

わゆる極端現象）に限ると，図３-１７に示すように状
況は少し異なる。この図の左軸および棒グラフは，
観測開始から２００４年までに観測した上位３０個の最
大有義波高を発生させた気象要因の内訳を示し，
右軸と折れ線グラフは，５m以上の有義波高を観測
した気象擾乱の回数を示す。この図に示す中城湾，
潮岬，むつ小川原のように，近年になって高波の
観測頻度が増加してきた地点もある。

２４７

図３-１５ ペルー沖地震津波来襲時の長周期海面
変動記録（永井ら，２００８） 図３-１６ 年平均有義波高の経年変化

（a）太平洋沿岸

（b）日本海沿岸
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ただし，このような波候の長期トレンドを厳密
に議論するためには，海が荒れているときのデー
タの測得率，波高計の性能の変遷も考慮に入れる
必要がある。また，欠測を推算値で補完した上で
統計をとるのが理想である。近年では，気象庁や
ECMWFなどの気象機関から提供される気象客観
解析データ（気象GPV）を用いて過去の波浪を推
算し，その結果をデータベースとして構築して，
各地の波候を調べる，という研究（橋本ら，２００４）
もなされるようになった。波浪観測と波浪推算の
両方を駆使した解析が期待されている。
また，「最近になって，波浪の周期にも少し変化

が現れてきた？」という印象を持つこともある。例
えば，図３-１８は，台風０６１２号が東北沿岸から
５００km以上東方の太平洋上を北進したときに，小
名浜，常陸那珂，鹿島で観測された波浪の経時変
化を，周期帯別に波高で表したものである。常陸
那珂の最大有義波は４．８m，１６．８sであり，この諸
元は防波堤の設計波より波高は低いが，周期は長
い。周期帯別の波高でもf２成分（１６．０～２５．６s）が
非常に発達した。これまでの一般的な経験に比べ
ると，波高の割に周期の長い波浪が発生した例と
言える。同じ波高でも周期によって，防波堤に作
用する力や係留船舶の動揺は異なるので，波高だ
けでなく，周期にも目を向けて行く必要がある。

３．６ おわりに
本稿で紹介したNOWPHASの波浪観測は，筆

者がまだ幼い１９７０年に始まり，間もなく４０歳を迎
える。ここ数年，NOWPHASに限らず，海象モ
ニタリングを取り囲む環境にはいくつかの変化が
生じている。その一つが，IPCCの地球温暖化予
測に触発され，過去のトレンドの解析とモニタリ
ングの継続に対する要請が少しばかり高まってき
たことである。もう一つの例は，港湾構造物の設
計に性能設計が導入され，偶発的な波浪や高波の
継続時間など，新たな統計量や概念が設計で必要
になってきたことである。このように，海象のモ
ニタリングは，時代とともに少しずつ視点を変え
ながらも，やるべきことはまだまだ多いと考えて
いる。

２４８

図３-１７ 顕著な高波の発生頻度（清水ら，２００６a
より抜粋）
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従来，災害研究におけるリモートセンシング技

術の応用は，地震による被災地や建物被害，地形
変化や地盤変動の抽出を中心として研究が進めら
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２４９

図３-１８ 台風０６１２号による波浪

＊東北大学大学院工学研究科，災害制御研究センター
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沖地震津波を契機として，津波災害研究において
も衛星画像をはじめとするリモートセンシング技
術を活用されることとなったことは記憶に新し
い。地震や津波災害といった巨大災害の発生直後
は，激甚な被害を受けた地域からの情報が断片的
となり，被害全容の把握がきわめて困難になると
ともに，被災地の救援活動や復旧活動も難航す
る。従来の津波研究のアプローチでは，津波発生
から２週間を目途に，被災地周辺沿岸部の津波来
襲状況や被害の把握を目的として国際的な現地調
査チームを結成し，現地に派遣してきた。しか
し，被災地が広大である場合，激甚な被災地がど
こにあるかを把握することが困難であると同時
に，現地調査期間や人的資源の制約により被害全
容を把握するには自ずと限界があった。
本稿では，近年その技術的発展が著しい高解像

度衛星画像や地理情報システム（GIS）を活用す
ることにより，上記問題のブレークスルーを図る
ための展開について，筆者らが取り組んできた研
究を中心に論ずる。

４．２ 津波被害把握における高解像度衛星画像
の利用

リモートセンシング衛星に搭載されたセンサ
は，対象とする物体に相互作用した，または対象
物体から放射された電磁波を検出するものであ
る。その電磁波を受動的に検出するものを受動シ
ステム，衛星から電磁波を放出し対象物に反射・
散乱して戻ってくる波を検出するものを能動シス
テムとして位置づけている１）。受動システムは，
主に太陽光からの紫外・可視・近赤外の帯域の電
波を受信したり，物体が放出する熱放射（熱赤外）
を検出する。我々が日常的に活用しているGoo-
gleMapsやGoogleEarthのコンテンツは，可視
の帯域の電磁波を検出した光学画像を利用してい
る。近年に打ち上げられた人工衛星に搭載された
光学センサは，家屋一棟毎を判読できる高分解能
のものがある。その代表的なものがIKONOS
（１９９９年に米スペースイメージング社が打ち上げ，
２０００年にサービスを開始）とQuickBird（２００１年
に米DigitalGlobe社が打ち上げ）であり，それぞ

れ１m，６０cmという高い空間分解能をもつ。従
来の光学画像の空間分解能は高くとも数メートル
であり，家屋一棟毎の被害有無の判読は不可能で
あったが，IKONOSやQuickBirdの画像を利用す
れば津波被災地における家屋被害等の詳細な判読
を行うことができる。
図４-１に示すのは，２００４年スマトラ島沖地震津

波で壊滅的な被害を受けたスマトラ島北部
BandaAcehのIKONOS画像（被災前と後のもの）
とその被害判読結果（大破，流失）である２）。こ
こでは，被災前後の画像を屋根の有無に着目して
比較し，目視により家屋被害の判読を行った。衛
星画像を利用する最も大きな意義は，現地調査で
は不可能である，被害の全容に関する面的な情報
を得ることができることにある。

４．３ 津波数値解析との統合による津波フラジ
リティの構築

津波被害の量的な推計には，対象とする地域の
推定津波高や津波浸水深（外力）を数値解析によ
り求め，それら外力との関連で被害を推計するの
が一般的である。例えば，首藤（１９９２）の津波強
度指標（表４-１）は，既往の津波被害実績から津
波高および浸水深と被害程度の関係を丹念に調べ
たものであり３），津波浸水による家屋被害の推計
に最も多く利用されてきた。中央防災会議では，
首藤の津波強度指標を採用し，数値解析により得
られた津波浸水深分布に応じて表４-１に示す建物
被害率（または全壊・半壊）を乗じて被害棟数を
算出している。
一方，近年の津波数値解析技術は，その空間

的・時間的分解能が劇的に向上し，場合によって
は数mの空間分解能で浸水計算を実施すること
が可能になった。衛星画像から判読された建物被
害情報と津波の外力情報を統合し，津波外力の大
きさと建物被害の大きさを関連づけることができ
れば，首藤の津波強度指標よりも詳細な津波被害
推定指標が得られる。ここでは，新しい津波被害
想定指標としての津波フラジリティを構築する。
津波フラジリティとは，建物被害率を，津波外力
の大きさ（津波遡上高，浸水深，流速，流圧力）

２５０
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の関数として表したもので，地震工学の分野にお
いて建物被害関数（フラジリティ関数）として研
究が進められてきた４）。

上記の被害把握結果と，津波数値解析結果を融
合することにより，建物被害関数（津波フラジリ
ティ）を構築する。津波フラジリティの構築は，
以下の手順で行う。

（１）被害情報を取得する。ここでは２００４年インド
洋大津波災害前後のIKONOS画像を利用した
スマトラ島BandaAcehの家屋被害判読結果
（図４-１）を採用する。

（２）津波外力を推定する。対象地域の津波氾濫解

析を実施し，最大浸水深および最大流速分布
を得る（図４-２）。計算結果は，現地調査結果等
との比較を通じてその精度を検証しておく。

（３）家屋被害率Pを求める。建物被害率の母数
は，浸水深（または流速）の範囲に対して同
数となるように設定する。ここでは母数を
１０００棟程度となるように浸水深の範囲を決定
してヒストグラムを作成する（図４-３）。

（４）外力と被害率の関係から，被害推定式を求め
る。外力xに対する家屋被害率Pは，村尾・山
崎（２０００）に倣い，標準正規分布の累積確率
分布関数を用いて，正規分布または対数正規
分布で表せると仮定し，（１）式のように表現

２５１

図４-１ IKONOS画像を用いた津波被害家屋の判読結果（Koshimuraetal，２００８）

表４-１ 首藤（１９９２）の津波強度指標と被害の関係（オリジナルの表から構造物被害・
漁船被害の部分を抜粋）

０ １ ２ ３ ４ ５津波強度

１ ２ ４ ８ １６ ３２津波高（m）

部分的破壊 全面破壊木造家屋被害

持ちこたえる 資料なし 全面破壊石造家屋被害

持ちこたえる 資料なし 全面破壊鉄筋コンクリートビルの被害

被害発生 被害率５０％ 被害率１００％漁船被害
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する。ここでλ（μ），ζ（σ）はlnxまたはx
の平均値および標準偏差である。これらのパ
ラメータは，確率紙を用いた最小二乗法によ
り求める。

P＝Φ［（lnx－λ）/ζ］or P＝Φ［（x－μ）/σ］（１）

図４-４に，得られた津波フラジリティ（浸水深
に対する建物被害率）を示す。浸水深が２mを越
えると家屋被害率は急激に増加し，４mではほと
んどの建物が全半壊となることが分かる。ただ
し，ここで示した津波フラジリティは，津波外力
と被害の関係において建物構造や土地利用，津波
氾濫流の状況など（サイトコンディション）によ
り異なることに注意が必要である。また，津波外
力を推定する際の解析精度にも依存するため，利
用にあたっては注意が必要である。

４．４ 高解像度衛星画像を利用した建物被害判読
次に，高解像度衛星画像を利用した建物被害判

読手法について述べる。図４-５は，２００７年４月１
日（UTC）に発生したソロモン諸島沖地震津波の
被災地となったGhizo島のQuickBird衛星画像で
ある。QuickBird衛星画像は，パンクロマティッ
ク（白黒）画像（分解能０．６m）と可視３バンド
と近赤外域１バンドのマルチスペクトル画像（分
解能２．４m），があり，両者を合成して高分解能
のパンシャープン画像（分解能０．６m）が得られ
ることが特徴である。
図４-５に示した領域ⅠからⅤのそれぞれにおい

て，被災前後の画像を目視で比較して建物被害を
評価する。評価基準はMiuraetal．（２００５）を参
考に，図４-６および表４-２に示す５段階で設定し
た。判読結果をGIS上で表示し，建物被害の空間
分布を明らかにする。図４-７に，領域Ⅳ及びⅤで
の判読結果を例示する。領域ⅣとⅤは半島の南北
に隣り合って位置しているが，領域Ⅴではほとん
どの建物が無被害であったのに対し，領域Ⅳでは
大きな建物被害が発生していたことが分かる。ま
た領域Ⅰ-Ⅲにおいては，大破もしくは流失の被
害を受けた建物が非常に多いことが分かった。現
地調査の結果では，領域Ⅰ-Ⅳにおける最大津波
高はそれぞれ４mを超えていたのに対し，領域
Ⅴでは２m未満であったこと，また領域Ⅴには

２５２

図４-３ 被害家屋棟数と浸水レベルのヒストグラム

図４-２ スマトラ島BandaAcehの津波浸水計算結果 図４-４ ２００４年スマトラ島沖地震津波の事例か
ら得られた津波フラジリティ（浸水深と
建物被害率の関係）
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港湾施設が集中しており，領域Ⅰ-Ⅳに多い伝統
的高床式住居に比べ頑強な構造物が多かったこと
が確認されており，被害判読結果はこの津波の特
徴を反映していると言える。
次に，津波の浸水域を推定する。図４-８に示すの

は，津波遡上域のQuickBird画像の津波来襲前後の
比較である。この画像を注意深く観察すると，被災
前後で植生が著しく変化した範囲とその境界線（津
波遡上線）が明瞭に確認できる。津波遡上が確認さ
れた場所は，もともとそこにあった植生が津波氾濫
流により破壊される，塩水遡上により枯死するなど
の状況が確認されることがある。すなわち，植生の

活性度に着目すれば，津波の浸水域を推定すること
が可能である。この境界線上にある１００地点の
NDVI値を教師データとし，その平均値以下の
NDVI値を持つピクセルを浸水域として分類する。
ここで，NDVIはピクセル毎に次式で算出される。

IR－R
NDVI＝――― （２）

IR＋R

２５３

図４-６ 津波による建物被害の目視判読例

図４-５ Ghizo島のQuickBird衛星画像（２００７年
４月５日撮影）

表４-２ 建物被害の目視判読基準

判読基準評価

新しく建設されたと考えられる不明

画像から確認できる明確な変化なし無被害/小破

建物形状に変化が見られるが屋根は残存する中破

屋根は無くなっているが，建材は残存する大破

建材も含めて津波により流失している流失
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IR，Rはそれぞれ近赤外域バンド，可視域赤バン
ドの反射率に対応し，QuickBird画像においては
それぞれバンド４，バンド３が相当する。結果，
津波遡上線上のNDVI値は０．３４０を平均として上
下に０．０５ほどのばらつきが見られた（図４-９）。こ
の値を閾値として，それ以下のNDVI値を持つピ
クセルを浸水域として抽出する。図４-１０に，領
域Ⅰでの抽出結果と現地調査時の遡上高調査点を
重ねて示す。この図より，浸水域の抽出結果は実
際の津波遡上の様子を良好に再現していることが
分かる。

２５４

図４-８ 津波遡上域周辺のQuickBird画像の比較

図４-７ QuickBird画像を用いた建物被害判読結
果の例

図４-９ 津波遡上域周辺のNDVI（植生指標）の
分布
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４．５ 現地調査結果との融合による津波フラジ
リティの構築

４．３では，衛星画像を用いた津波被害判読結果
と津波数値解析との統合について述べた。対象領
域の詳細な津波氾濫解析を実施できる場合には，
詳細な外力情報が得られるので津波フラジリティ
の構築も可能である。しかし，詳細な津波氾濫計
算を実施するには，対象領域の高い精度・分解能
をもつ海底地形・陸上地形の情報（メッシュデー
タ）を必要とする。ここでは，詳細な数値解析が
実施できない場合に，現地調査結果を利用した津
波フラジリティの構築について述べる。

まず，前章で得られた建物被害状況と浸水域か
ら，各領域における浸水域内の建物被害率を求め

る。ここでは，特に大破以上の被害を受けた建物
を被害建物と定義する。浸水域内にある建物棟
数，うち大破以上の被害を受けた建物数を数え，
各領域の建物被害率を求める。
次に，現地調査結果から得られた各領域での津

波高と建物被害率の関係を示す津波フラジリティ
を構築する。ここでは，大破以上の被害を受けた
建物について，津波フラジリティを被害率Pおよ
び測定された津波高の関連で求める。津波フラジ
リティの構築手法自体は，上述したものと変わら
ない。現地で測定された津波高の空間分布を作成
し，領域毎に最大測定値，平均値，下限値を求
め，衛星画像から判読した家屋の大破率との関係
をプロットする。次に，上記関数を確率紙を用い
た最小二乗法によりパラメータμおよびσを決定
する。図４-１１に結果の一例を示す。これは各領
域で計測された最大津波高に対する建物大破率を
示したものである。津波高３mを超えると被害
率は急激に増加し，５mでほぼすべての建物が大
破・流失していたことが分かる。

４．６ おわりに
津波被害の早期把握を目的としたリモートセン

シング技術の応用について，筆者らがこれまで実
施してきた研究を中心として述べた。従来，現地
調査からしか得られなかった津波被害の情報が面
的に得られるという点で，リモートセンシング技
術は津波被災地および被害の早期把握に貢献でき

２５５

図４-１０ NDVIから推定した津波浸水域

図４-１１ ２００７年ソロモン諸島沖地震津波で得られた津波フラジリティ（各領域
で測定された最大津波高に対する建物大破率）
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る。現時点では建物一棟毎の目視による判読は可
能であると言えるが，より迅速な被害把握のため
には，得られた画像から被害を自動で抽出するた
めの高度な画像処理技術を開発する必要がある。
これについては，Vuetal．（２００７）による先駆的
な研究がある６，７）。また，建物一棟毎の被害把握
は空間分解能の制約から不可能であるが，天候等
に左右されない合成開口レータを用いた被災地検
出について，たとえば松岡・山崎（２００２）が地震
の被災地を対象として技術開発を行っている８）。
これらの先駆的技術を津波災害の時空間の把握に
どのように活用するか，筆者自身の今後の課題と
したい。
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ingJointEvent２００７,ID:DIS６,５p.,２００７.４.
８）松岡昌志，山崎文雄：人工衛星SAR強度画像を

用いた被害地域検出手法の最近の地震への適用
とその妥当性の検討，日本建築学会構造系論文
集，No．５５８，pp．１３９-１４７，２００２．８

５．津波の水理実験
今井 健太郎＊

５．１ はじめに
津波災害を理解するためには，津波の発生，津

波の伝播，陸上に溢れた津波（津波氾濫流）の物
理を明らかにすることが重要であり，それらの知
見を今後の防災・減災に役立てることが重要であ
る。津波の発生や伝播については，津波の物理理
論に基づいた数値解析による方法を用いるのが一
般的である。しかし，浅海域でのソリトン分裂現
象や砕波機構，物的，人的被害を生じ得る陸上に
溢れる津波の挙動については，未解明な点が多
く，水理実験により検討されている。また，陸上
氾濫流速や津波による土砂移動など，観測例が少
ない場合に水理実験を行い，その傾向をつかむ場
合もある。そこで本稿では津波水理実験における
津波模擬方法や近年行われている津波に関する実
験について紹介していく。

５．２ 津波実験の相似則と模擬津波の発生方法
津波の実験に限らないが，水理実験は以下の方

法に大別される（須賀ほか，１９９０）。
① 対象領域を広い海域とし，地形模型の水平

２５６

＊東京大学大学院情報学環
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と鉛直縮尺を変えて実験水槽内で再現する
歪み模型実験

② 比較的狭い領域に限定し，鉛直，水平縮尺
を同一とする無歪み模型実験

津波に関する実験においては，①は主にソリト
ン分裂など，浅海域を伝播する津波の挙動を調べ
るために行われることが多く，②は津波氾濫流の
挙動や構造物への作用流体力を調べるために行わ
れることが多い。
原型，模型の相似律を満足させる方法としては

対象となる物理現象に関する次元解析を行い，支
配的な力学的相似則を導く方法が一般的である。
津波に関する実験の場合，その運動は流体の粘性
力に比べて慣性力（流速）が大きいことから，慣
性力と重力の比であるフルード数を原型，模型間
で一致させる方法を用いることが多い。フルード
の相似則を式（１）に示す。

Up Um
Fr＝―――＝――― （１）

ここで，Frはフルード数，Uは代表となる流速
（例えば，氾濫流速），Dは代表となる長さ（例え
ば，浸水深），gは重力加速度であり，下添字pは
原型，mは模型を示す。
津波氾濫に対する物体の抵抗などを検討する場

合には，慣性力と粘性力の比で示されるレイノル
ズ数（＝UD/ν，νは動粘性係数）を原型，模型間で
一致させる相似則が考慮されることもある。しか
し，フルード則とレイノルズ則を同時に満足させ
ることは難しいため，フルード則を満足させ，物
体の抵抗係数に関するレイノルズ数の依存性を考
慮した上で縮尺を決定する場合が多い。また，土
砂移動に関する実験は，シールズ数（＝u＊２/（sgd），
u＊は摩擦速度，sは砂粒の水中比重，dは砂粒径）
なども考慮される。
対象とする現象に支配的な力学的相似則を適切

に選択することはもちろんであるが，原型と模型
の間には縮尺率に起因したスケール効果（例えば，
乱れの発達過程が縮尺率により制限を受ける）が
存在することも認識しておく必要がある。
津波の多くは地震に伴う海底の地殻変動によっ

gDp gDm

て発生する。水深数千mの海域を伝播し，浅海
域に到達した津波は非線形により前傾化し，砕波
段波となって陸上に押し寄せる場合が多いため水
理実験における模擬津波は，段波として取り扱う
ことが多い。模擬津波の発生方法としては以下の
方法が挙げられる（首藤ほか，２００７）。
a）ピストン型造波板による方法：ストロークの大
きいピストン型造波板を比較的長い周期で駆動
させ，孤立波や段波を発生させる（例えば，松
山ほか，２００５）。
b）水塊の落下による方法：貯水タンクに貯めた水

２５７

（b）水塊落下による方法

（c）ゲート急開による方法

（a）ピストン型造波板による方法

（d）流れ発生機による方法

図５-１ 模擬津波を発生させる装置の概略
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を一度に落として段波状の模擬津波を発生させ
る（例えば，平石ほか，２００１）。
c）ゲート急開による方法：隔てたゲートの前後で
水位差を作り，ゲートを急開することにより段
波を発生させる（例えば，松冨ほか，１９９８）。

d）流れ発生機による方法：水流ポンプで水を循環
させる。ポンプの出力を操作して任意波形の津
波を発生させる（例えば，安田ほか，２００３）。
図５-１に装置の概略を示す。近年実施されてい

る津波氾濫の実験では，（a），（c）の方法が多く用
いられている。なお，これらの方法は津波実験に
限ったものではなく，洪水氾濫実験にも用いられ
ている。

５．３ 様々な津波の実験
津波は外洋におけるプレート境界型地震に伴っ

て発生する場合が多いが，場合によっては海底地
すべり，土石流や氷塊の海面突入によるものもあ
る。しかし，土砂突入による津波の生成について
は，不明な点が多い。浅海域の津波は非線形性と
分散性によりソリトン分裂を生じることがあり，
その発生条件や分裂後の砕波機構など，未解明な
点もある。沿岸に押し寄せた津波は陸上を氾濫
し，被害を発生させる。その形態としては土砂移
動による港湾内の地形変化による航路埋没，津波
波力，流体力による構造物の破壊，氾濫流に伴っ
た漂流物衝突氾濫流れによる人的被害など，多岐
にわたる。しかし，陸上氾濫津波についても，そ
の振る舞いについて未解明な点は多い。今日では
計算機演算速度の向上により，高精度な数値シ
ミュレーションを比較的短時間で行えるように
なってきてはいるが，モデル化が難しい物理現象
の解明については物理実験に頼らざるを得ない。
ここでは，津波の生成，津波の伝播と砕波機構，
津波による土砂移動，津波氾濫水の挙動，津波の
波力・流体力に関して，実験的に検討を行った研
究例を紹介していく。なお，詳細については参考
文献を参照されたい。

５．３．１ 津波の生成
海底変動による津波生成に関する実験的検討例

は少ないが，最近では渡部ほか（２００７）が行って
おり，平面水槽底部に設置されている震動台を周
期的，非周期的に動かしたときの水表面の応答特
性を検討している。
津波は土砂が海面に突入することによっても生

じる。今村ほか（２００１）は土砂突入による津波生
成に関する実験を行い，土砂と流体の境界で生ず
る界面抵抗の算定に成功し，数値モデルとの検証
を行っている。ここでは，新たな可視化技術によ
り土砂の挙動を検討している重松ほか（２００６）を
紹介する。土砂粒子群が水中を運動する際に誘起
される水面波の諸特性を解明するために，土砂粒
子群をゲート急開により水面に突入させる水理模
型実験（図５-２）を行っている。水深，斜面角度，
粒子量，粒子の初期位置をパラメトリックに変え
て実験を行い，発生波の波高および，周期の推定
式を算定している。さらに，新たなPIV手法（流
跡線連結法なる画像計測アルゴリズム）を開発し
て高濃度固液混相流場における流体運動の計測手
法を提案し，その有用性を示すとともに，水面波
の生成過程における流体と粒子群の運動の詳細
（図５-３）について検討している。

２５８

図５-２ 実験装置の概略（重松ほか，２００６）

（b）画像計測

（a）水面変動の計測
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５．３．２ 津波の伝播と砕波
外洋で発生した津波は沿岸近くの浅海域に達す

ると津波の非線形性と分散性によってソリトン分
裂が生じる。これらの現象は１９８３年日本海中部地
震津波や２００４年インド洋大津波でも確認されてい
る。

津波の砕波限界については，風波における砕
波限界を利用する方法が現状であったが，岩瀬
ほか（２００１），安田ほか（２００６）などは長周期波
におけるソリトン分裂の発生要因や砕波限界に
ついて実験的に検討を行っている。しかし，実
験装置の寸法的な制約により外洋，大陸棚，浅
海域，陸域と再現した実験例は少ない。ここで
は，松山ほか（２００５）の実際の大陸棚を模した無
歪みな実験装置を用いて検討を行っている実験
を紹介する。
津波のソリトン分裂現象と分裂波の砕波限界を

把握するために，長さ２００mの大型造波水路を用
い，水路上流端に設置されているピストン型造波
板により津波を発生させ，大陸棚上を伝播する津
波の実験を行っている。大陸棚は長さ約１００m
で，地形勾配は１/１００，１/１５０，１/２００と３つの条
件でそれぞれ実施し（図５-４），砕波近傍での波形
について，詳細な計測を行っている。実験結果か
ら，津波のソリトン分裂時の発生位置は波峰から
分裂を始める場合が多いが，津波周期が長く，波
高が小さくなるほど，分裂開始位置は波峰前方へ
移動することや，同じ津波条件において，大陸棚
の地形勾配が大きくなるほど，津波高と水深の比
が大きくなることを明らかにしている。また，水
位の時系列データから，砕波限界の指標である水
面の空間波形や水表面流速波速比を算定する方法
を提案し，実験データを適用している。その結果，
砕波限界の最大水面勾配は２０～５０度（図５-５），水
表面流速波速比は０．５～１．２と従来用いられていた

２５９

図５-４ 大陸棚を模した実験の概略図
（松山ほか，２００５）

図５-３ 斜面上を運動する粒子群および流況
（重松ほか，２００６）

（a）０．２３２秒後

（b）１．５４４秒後

図５-５ 砕波限界時の最大水面勾配θと波速c
（松山ほか，２００５）
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砕波限界値より大きいことを明らかにしている（図
５-６）。

津波は砕波したのち，段波となって沿岸に押し
寄せる。鉛直壁や斜面に対して斜め入射する砕波
段波の反射特性を実験的に検討した松冨ほか
（２００４）の研究もある。

５．３．３ 津波による土砂移動
港湾などの浅海域へ来襲した津波は大量の土砂

を運搬し，災害や大規模な地変を引き起こすた
め，津波防災上，重要な課題の一つである。
津波を対象とした土砂移動に取り組んだ先駆的

な研究例としては高橋ら（１９９３）の研究例がある。
河川流などの土砂移動形態と異なり，津波は流速
が大きく，大きな乱れにより浮遊砂が卓越する。
しかし，津波に適用される掃流砂（流れの直接の
抵抗を受けて下床またはその近くを移動する流
砂）と浮遊砂（流れの乱れによる拡散現象のため
水中を浮遊して輸送される流砂）の量を与える理
論は現在導かれていないことから，大きい流速を
生じさせるためのヘッドタンクと砂床区間を含む
検査断面から構成される津波規模の大掃流力を想
定した実験装置（図５-７）での砂移動に関する実
験を行い，津波による土砂移動に適用可能な掃流
砂，浮遊砂量に関する経験式を導いている。
菅原ほか（２００３）は一様斜面上を津波に伴って

移動する津波堆積物について，水理実験を実施
し，津波水理量と堆積物形成との関係を検討して
いる。

５．３．４ 津波氾濫の挙動
津波氾濫の挙動を明らかにするためには，流体

運動の物理は勿論のこと，陸上を氾濫する津波が
受ける抵抗や地形条件の影響を検討する必要があ
る。
激しく乱れている津波先端のメカニズムや抵抗

則を明らかにした研究例としては，藤間・首藤
（１９８８）がある。藤間・首藤は，滑らかなポリウレ
タンゴム製の底面が走行する水路（図５-８）を用
いた水理実験により，津波先端部を再現し，先端
部の詳細な水面波形や流速分布，レイノルズ応力
を測定している。津波先端部における境界層の乱
れ構造は平板境界層のものと類似し，摩擦抵抗も
ほぼ同じであることなどを見出している。
２００４年インド洋大津波では，バンダ・アチェ市

街において漂流物を伴った津波氾濫が観測され
た。松冨ほか（２００７）は漂流物を伴う氾濫流の水
理実験を行い，漂流物を取り込んだ場合の段波伝
播速度や氾濫流速に関する理論解を誘導し，実験
との比較を行っている。流体と漂流物との総合抵
抗係数（漂流物間の摩擦抵抗や漂流物域層密度な
どのパラメータ）を適切に選択することにより，
津波氾濫流中の漂流物速度に関する理論解と実験
値を説明可能であることを示している。また，流
木やコンテナなど，氾濫流に伴った漂流物の衝突
力に関する実験的研究も行われている（例えば，
松冨，１９９９；池野ほか，２００１；有川ほか，２００７）。
港湾部や市街地の地形条件を具体的に模した大

規模な津波氾濫実験例もある。都市臨海部におい
ては，土地利用の高度化や地下空間の利用拡大と

２６０

図５-６ 砕波限界時の水表面流速波速比us/c
と波速c（松山ほか，２００５）

図５-７ 津波規模の大掃流力を想定した実験装置
（高橋ほか，１９９３）
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いった高度利用が促進される反面で，伊勢湾台風
を契機に整備されてきた海岸保全施設の老朽化，
異常潮位や温暖化による海面上昇など，大きなリ
スクが生じつつある。安田ほか（２００３）は以上の
状況を鑑み，元禄関東地震津波を想定した詳細な
都市臨海部の模型実験（図５-９）を行い，建物と
地下施設が混在した首都圏の複合市街地を対象
に，氾濫水の挙動特性や地下での浸水深，流速な
どを測定し，津波による浸水危険度の高さを調べ
ている。実験結果から，構造物へ作用する津波流
体力を算出し，家屋などへの被害判断基準（飯塚・
松冨，２０００）と比較から，建物が崩壊する危険性
は小さいが，エントランスなどのガラス製の部分
については，破壊されて浸水に至る危険性を指摘
している（図５-１０，図中，横軸は浸水深，縦軸は
水流圧力，参考として，ランク②はコンクリート
ブロックが小破する危険度レベルである）。また，
地下空間の危険度は高く，氾濫水の流入により避
難が非常に困難な状態になることを指摘してい
る。

５．３．５ 津波の波力・流体力
構造物などに作用する津波の波力や流体力を把

握することは，護岸設計や津波氾濫流に対する家
屋崩壊，沿岸樹木破壊に対する危険度評価に繋が
る。津波の波力や流体力については，多くの研究
例があるが（例えば，水谷・今村，２００２；チャル
レスほか，２００７），ここでは，有川ほか（２００６）が
行った，大規模水槽（図５-１１）による遡上津波力
の実験を紹介する。津波避難ビルの耐津波評価を

２６１

図５-８ 底面走行式水路
（藤間・首藤，１９８８）

図５-９ 市街地模型と浸水範囲の経時変化
（安田ほか，２００３）

図５-１０ 建造物に対する危険度評価
（安田ほか，２００３）

図５-１１ 大規模実験水路（有川ほか，２００６）
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する際の基準や人に対する津波の危険度を明確に
するために，構造物・人体に対して大規模津波実
験を行っている。津波先端部での波圧特性を調べ
ており，その結果，瞬間的に波力が大きくなる衝
撃津波力が発生する場合は既存の式では過小評価
につながること，少なくとも津波先端部がFr＞１
でないと衝撃津波波圧は生じないことを明らかに
している。さらに，遡上津波と人体に作用する津
波力の関係を示し，成人男性ならびに女性に対す
る滑動・転倒する目安を示している（図５-１２）。

日本のみならず，アジア沿岸における津波減災
システムとして需要が高まりつつある沿岸林によ
る津波減勢に関する検討を行う際には樹木が受け
る津波流体力の特性を検討する必要がある。沿岸
林の津波減勢効果に関する検討例としては平石ほ
か（２００１），原田・今村（２００３），今井・松冨（２００８）
などが挙げられる。著者は模型実験（図５-１３）に
おいて，流れに晒され柔軟に樹形を変形させる樹
木の様子（図５-１４）を再現可能とするために，枝
部のヤング率を模型縮尺に合わせて選択する力学
的な相似則を提案し，樹形変形の影響を考慮した
樹木の流水に対する抵抗係数CDの評価を行って
いる（図５-１５）。

５．４ おわりに
ほんの一部ではあるが，近年行われてきた津波

災害を科学するための水理実験の紹介を行った。
実験装置の規模は千差万別であるが，解明するべ
き現象に沿って開発された装置や方法には研究者
の創意工夫が満ち溢れている。また，そういった

２６２

図５-１２ 人体流下実験の結果と計算された重複
津波力（有川ほか，２００６）

図５-１３ 実験装置の概略（今井・松冨，２００８）

図５-１４ 流れに晒され柔軟に樹形を変形させる
樹木模型の一例（今井・松冨，２００８）

図５-１５ 樹形変形の影響を考慮した樹木の流水に
対する抵抗係数（今井・松冨，２００８）
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実験により物理現象が解明され，数値シミュレー
ションの発展に貢献しているとも思われる。
津波災害は発生頻度が低いため，現在でもな

お，その全容を完全に把握できたわけではない。
しかし，２００４年インド洋大津波のように一度起き
れば甚大な被害が生じる。適材適所，水理実験，
理論解析，数値シミュレーションにより津波災害
を検討していくことが重要と考えられる。
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６．地震時地すべり再現試験機と高速長
距離地すべり発生機構

福岡 浩＊

６．１ はじめに
土砂移動現象の大部分は，地すべり・崩壊・土

石流のタイプに属するが，近年，発生頻度は少な
いものの自然斜面だけでなく谷埋め盛土のように
人工斜面においても広い範囲を高速で移動する高
速長距離土砂流動現象が発生し，極めて殺傷率の
高い災害が目立つようになってきた。
高速長距離運動機構を解明するために，京都大

学防災研究所では佐々恭二（現・京都大学名誉教
授）が開発したリングせん断試験機をさらに発展
させ，佐々と著者らが可視型地震時地すべり再現
試験機を２００２年に開発した。この試験機は土層流

動化の過程とメカニズムを多面的・実証的に解明
するための鍵として，試験機内で地すべり・斜面
崩壊におけるすべり面あるいはせん断ゾーンの形
成を再現させ，固相から液相に変化する過程を力
学的要素（せん断応力，過剰間隙水圧，せん断変
位/速度，体積変化）の計測，及び流動状態の観察
とビデオ撮影による速度分布の計測を可能とする
試験機（可視型地震時地すべり再現試験機）（図６-１）
である。

６．２ 可視型地震時地すべり再現試験機本体の
開発

本試験機は，リングせん断型土質試験機で，せ
ん断箱上下の間隔を１/１，０００mmの精度で制御し､
ゴムエッジと上箱との接触圧を一定に保つことで
非排水試験を可能にした。間隙水圧についてはせ

２６４

＊京都大学防災研究所

図６-１ 京都大学防災研究所斜面災害研究センターの可視型地震時地すべり再現試験機（DPRI-７）。左：試料
箱と載荷ユニット。右上：試験機本体と制御・計測コンソール，右下：可視型の試料容器。
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ん断面付近での測定が可能である｡ドーナツ状のサ
ンプルに対し，地震時を含む高速の応力変化を再
現し，サンプルを非排水状態でせん断し，かつ，
すべり面近傍での間隙水圧の測定を行う。垂直応
力載荷システムは油圧サーボ，せん断応力載荷シ
ステムはサーボモーター二台を用い，速度制御，
応力制御，変位制御が可能で，せん断中の試料の
様子が外部から観察できるよう，透明なアクリル
製試料箱（外壁）を備えた。また，高速せん断中も
せん断箱から一滴の間隙水も漏らさぬように試験
するために，極めて高精度の加工が必要な特殊な
ゴムエッジと間隙水圧測定制御用のポーラスメタ
ルを備えている。開発に際して決定した主な仕様
は以下の通り。最大垂直応力：５００kPa，せん断は
応力制御，速度制御，変位制御が選択可能，最大
せん断応力：５００kPa，最大せん断速度：３００cm/sec，
垂直応力・せん断応力の繰り返し載荷時/波形載荷
時の最大周波数：５Hzで２００Hzまでの任意波形を
載荷可能である。試料飽和用/間隙水圧制御用水
タンクおよびサーボ制御システム，せん断箱は圧
密時，せん断時とも非排水状態が可能で試料内の
間隙水圧をせん断中も連続して計測可能である。
また，試験中の土粒子の動きを側方から観察する
ため，デジタルビデオカメラおよびCCD撮像セ
ンサと高速画像入力装置で追跡し，土層の流動化
状態を観察し，PIV解析可能なシステムを開発し
た。
製作した可視型地震時地すべり再現試験機は，

防災研究所においてすでに開発した地震時地すべ
り再現試験機と同じ基本的な考え方と構造を持つ
が，可視型にするためにせん断箱と過剰間隙水圧
計の計測位置が異なる。図６-２に試験機の構造を
示す。リング上のサンプルに油圧ピストン（OP１）
で垂直応力を載荷する。載荷圧力（ロード
セルN１で計測）の一部はサンプルボックスの側面
摩擦に変わるのでこれをロードセルN２で計測し，
せん断面にかかる垂直応力（N１-N２）をサーボシ
ステムで制御する。図６-３はせん断箱の半分の断
面模式図であり，せん断面のエッジ部分を拡大し
て示している。せん断箱（下箱）の上面にはゴム
エッジが取り付けられており，このゴムエッジが

せん断箱（上箱）底面に取り付けられた厚さ２mm
のステンレス板に押しつけられている。この接触
圧をサンプル内で発生する過剰間隙水圧より常に
高く保つことにより，せん断箱内の間隙水圧水が
一滴も漏れない非排水構造を保っている。接触圧
力の制御は，GapControlサーボ制御回路で行っ
ている。すなわちゴムの圧縮量を０．００１mmの精
度で測定し，これを常に一定に保つようにサーボ
制御システム介して油圧ピストン（OP２）を用い
て５Hzの精度で制御している。また，可視型にす

２６５

図６-２ 可視型地震時地すべり再現試験機の構造図

図６-３ 可視型リングせん断試験機のせん断箱
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るために，この試験機以前にはせん断箱の外側上
箱に取り付けてきた間隙水圧測定システムが取り
付けられなくなったため，せん断箱の内側上箱に
取り付けることにした。間隙水圧は，せん断箱上
側内輪のせん断面から２mmのところにポーラス
メタルでカバーした溝を全周に渡って穿ち，これ
と間隙水圧計をつなぐ形で計測している。また，
間隙水圧（背圧）も空気圧制御の水タンクからPC
制御で与えることが出来，豪雨時のように地下水
上昇時のすべり面の状態を再現し高速地すべりの
発生メカニズム，三次クリープの発現機構に関す
る実験も実施している。

６．３ エルサルバドル沖地震によるラスコリナ
ス地すべりの再現実験

上記試験機を用いた地すべり再現試験のひとつ
の例として，２００１年１月１３日にエルサルバドル沖
を震央とするMs７．８の地震により同国首都郊外の
ヌエバ・サンサルバドルのラスコリナス地区にお
いて発生した地すべりの再現試験を紹介する。こ
れは中規模の流動性崩壊が発生し斜面下部の居住
地区を広範囲に破壊した。犠牲者数は最大７４７名
と報じられ，単一の地すべりによる死者数として
は相当に大規模な災害となった。著者らは平成１３
年１１月に合同現地調査を実施した。図６-４は発生
直後に撮影されたラスコリナス地すべりの全景と
滑落崖である。直下に広がる住宅地は主に中産階
級の住宅地で，昼間発生したにもかかわらず，地
震と同時に高速で運動したため避難することがで
きなかった。同国には多数の火山があり，活断層
も数多く走っている。ラスコリナス地すべりの源
頭部は断層崖の上で過去に発生した地すべりの滑
落崖頂部にあり，後退性地すべりと思われる。
源頭部ではパミスなどの火山堆積物が露出して

いたが，すべり面に主に堆積していたのは，火山
灰起源と思われる赤色のシルトであった。これは
風化火山灰層であると思われる。他の層の堆積物
と異なり比較的高い含水比を示しており，この土
層がせん断中に過剰間隙水圧を発生し高速運動の
鍵となったと思われたため採取し日本へ運搬し地
震時地すべり再現試験を実施した。

図６-５は飽和非排水条件下で行った地震時地す
べり再現試験の結果である。ラスコリナス市内で
観測された本震の三成分加速度波形記録から源頭
部すべり面方向に変換した応力波形に，さらに崖
のへり（崖っぷち）で加速度が増大する効果を考
慮して２倍および３倍した波形を与え実験を行っ
た。図６-５上はそれらのうち，３倍の波形を載荷
した試験の経時変化である。横軸がせん断変位を
対数で表示し，垂直応力，せん断抵抗，せん断速
度をプロットした。せん断抵抗の上限のエンベ
ロープは２mmをすぎた頃から緩やかに低下し，
主要動が終わった頃にせん断変位は約１cmで，
せん断抵抗は初期せん断応力を下回った。この状
態は地震動が終わっても自重で加速していくこと
を意味する。間隙水圧の測定は試料の透水性が悪
いために遅れが生じており，応力経路は一時的に
破壊線から離れたが，過剰間隙水圧が発生し，す
べり面液状化が発生し流動化して高速運動の原因
となったと思われる。

２６６

図６-４ 発生直後のラスコリナス地すべり全景
と滑落崖
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図６-５下は有効応力経路で，図中の破壊線は試
験終了後排水条件下で一定速度で得たものであ
る。応力経路は地震波形を載荷直後に破壊線に到
達した後，下方に下がり，その後左に向かって破
壊線に近づき定常状態に達した。定常状態時での
見かけの摩擦角は初期垂直応と定常状態のせん断
抵抗の交点から原点に引いた直線の傾きで表せる
が，２．３度まで低下した。ラスコリナス地すべり
の見かけの摩擦角は１０度程度なので，十分小さい
値である。２度と１０度の違いは源頭部や流動部で
のすべり面が完全飽和でなかったり，斜面下部の
家屋の抵抗の影響が考えられる。

６．４ すべり面液状化と地すべりの高速運動維
持機構

地震力がある程度以上働くと応力状態は破壊線
に到達し，せん断破壊する。図６-６に示すよう
に，せん断の進行に伴ってせん断ゾーンでは粒子

破砕が生じ，細粒が空隙に入ることにより，土粒
子骨格の体積が収縮傾向を示す。そのため，非排
水条件下では過剰間隙水圧が発生するが，垂直応
力と同等程度まで上昇（液状化）した場合を，す
べり面液状化（Sliding-SurfaceLiquefaction）と呼
び通常の液状化と区別している。その際，せん断
ゾーンが飽和あるいは飽和状態に近ければ，地震
の載荷時間は短いのでほぼ非排水状態と見なさ
れ，体積の収縮傾向の程度に応じて過剰間隙水圧
が発生し，その分発揮できるせん断抵抗は低下す
る。先述の通りせん断抵抗が初期せん断応力を低
下すると，せん断が進めば進むほど体積収縮傾向
は進行し，より大きな過剰間隙水圧が発生すると
いう連鎖反応が引き起こされる。そのため，せん
断は止まらないどころか加速度も増大する事態と
なり，高速地すべり運動が発生すると考えられ
る。一方，粒子破砕は同時にせん断ゾーンの透水
係数を低下させるため，せん断ゾーン内に発生し
た過剰間隙水圧が発散しにくくなり，間隙水圧を
閉じこめる働きもする。現在実施している不飽和
試料を用いた試験結果からもせん断の進行と共に
せん断ゾーンの飽和度が上昇することが示唆され
ている。これらの現象は先述のすべり面液状化が
発生する条件である飽和非排水条件を強化するこ
とになり，地震の主要動後も過剰間隙水圧が発散
することなく高速運動を継続する原因となってい
ると考えられる。この過程はある程度以上の地震
力が働き，一旦粒子破砕が始まると高い過剰間隙
水圧を閉じこめ高速で長距離運動を持続できるせ
ん断ゾーンが自己組織的に形成されることを意味
する。この自己組織化過程が「すべり面液状化」
状態を安定・維持することを通して高速長距離運
動に寄与していると考えられる。

２６７

図６-５ 加速度波形から変換した応力波形を源
頭部で採取したシルト質土砂に載荷し
た地震時地すべり再現試験結果。上：せ
ん断変位～応力・速度関係図，下：有効
応力経路。すべり面液状化が発生した
が，試料の透水係数が低く，破壊線上
を下がっていない。定常状態での見か
けの摩擦角φaは２．３度。

図６-６ すべり面液状化の模式図
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７．大地震の強震動シミュレーション
古村 孝志＊

７．１ はじめに
世界の大地震の約１割が発生する地震国日本で

は，マグニチュード（M）７級の被害地震が年間
１～２回，そしてM８級の巨大地震が１０年間に１
回以上の高い頻度で起きている。これらの大地震
が，いつどこで発生するかを正確に予測する「地
震予知」は，現時点ではまだまだ困難である。し
かし，将来の大地震の強い揺れをコンピュータシ
ミュレーションにより予測することができれば，
地震災害軽減に大いに役立つことは言うまでもな
い。
地震の強い揺れ（強震動）は，震源断層から放

出された地震波が，不均質な地下を伝わり，地表
付近の柔らかい地盤で強く増幅され発生する。強
震動の予測には，地下の不均質構造と，震源断層
運動を適切にモデル化し，地震波伝播をコン
ピュータシミュレーションから評価する必要があ
る。シミュレーション結果を検証し，モデルの高
度化を進めるために，高密度の地震観測データも
必要である。
強震動シミュレーション技術は，過去１０年間で

急速に進んだ。背景には，１）人工地震等を用い
た物理探査による，主要平野の堆積構造と表層地

２６８

＊東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター/地震
研究所地震火山災害部門
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盤の詳しい調査，２）大規模数値シミュレーショ
ンのための高速計算機環境，そして３）日本列島
全域に広がる高密度強震観測網の整備，の３つの
進展があげられる。こうして，過去の被害地震，
そして将来の大地震の揺れを，高精度の地下構造
モデルを用いて計算したり，そして観測データと
の比較からモデルの検証と高度化をすすめること
ができたのである。
ここでは，２００４年新潟県中越地震と２００７年新潟

県中越沖地震による長周期地震動の観測とシミュ
レーションを例に，地震動の大規模シミュレー
ションの現状と，日本の高密度地震観測の有効性
について紹介する。

７．２ 高密度観測で見る，中越沖地震の揺れの
広がりかた

１９９５年兵庫県南部地震を契機として，大地震の揺
れを記録し，そして災害発生の原因を詳しく探る目

的に，全国に地震計と震度計の設置が進められた。
防災科学技術研究所により設置されたK-NET，
KiK-net強震計の数は１，８００台になり，２０～２５km
の間隔で日本列島全域をカバーしている。これに
加えて，発災時の初動対応のために，全国の自治
体により設置された震度計は３，８００カ所以上にの
ぼる。

７．２．１ 新潟県中越沖地震による長周期地震動
図７-１は，高密度強震計記録を用いて作成し

た，２００７年７月１６日の新潟県中越沖地震（M６．８）
の揺れの広がる様子の可視化画像である１）。地震
計記録を時間・空間的に補間し，地震発生から２０
秒，６０秒，１２０秒，１８０秒後の日本列島の各地の揺
れの強さを色と高さで表している。大きな震幅を
持つ横波（S波）が，およそ秒速３．５～４kmの速
度で日本列島全域に広がる様子を見ることができ
る。関東や名古屋，大阪などの人口の集まる平野

２６９

図７-１ 日本列島の１８００カ所に設置された高密度強震観測網（K-NET/Kik-net）で捉えられた，２００７年新潟県中
越沖地震の揺れの広がり方。地震発生後２０，６０，１２０，１８０秒後。
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に地震波が入射すると，揺れが数倍大きく増幅さ
れ，平野が大きく長く揺れる様子もわかる。この
とき，関東平野では大きな揺れが３分間以上も長
く続いたこともわかる。
関東平野の地下を覆う堆積層の厚さは３０００～

５０００m以上にもなる２）（図７-２）。堅い基盤岩と地表
面に挟まれた堆積層では，６～１２秒の長い周期を
持つ地震動（長周期地震動）が共鳴を起こし，強く
増幅される。こうして生まれた長周期地震動の大
きさは，都心で最大５cmにもなった。平野を南北
に横切る方向に地震計記録を並べると，長周期地
震動が，平野内を伝わるにつれて大きく長い波群
へと成長するようすが良くわかる（図７-２）。

７．２．２ 都心に集まる長周期地震動
都心の長い揺れの原因はそれだけではなかっ

た。２００４年新潟県中越地震の揺れを，関東―甲信
越に設置された自治体の震度計データ（SK-net；
東大地震研究所）を使って詳しく調べたところ，
関東西縁山地に沿って神奈川方面に向かっていた
長周期地震動が突然方向転換し，都心に集まって
くる様子が見えてきた１）（図７-３）。基盤深度が浅

く，表面波の伝播速度が速い周囲の山地から，堆
積層が厚く表面波の伝播速度が遅い都心部へと向
けて一種の屈折現象が起きたものと考えられる。
こうして，都心に向かっていろいろな経路から長
周期地震動が集まって，何分も続く長い揺れが生
まれたのである。
都心で強く生成する周期７秒の長周期地震動

は，およそ７０階建て以上の超高層ビルや，数十万
キロリットルの容量を持つ石油備蓄タンクの固有
周期に一致する。これら長周期地震動に共振した
構造物の揺れは，地面の揺れよりも大きく，かつ
長時間続くことに注意が必要である。加えて，鉄
骨造の超高層ビルや石油タンクの浮屋根は減衰が
小さいため，いったん揺れ始めると止まらない問
題もある。こうして，２００４年新潟県中越地震
（M６．８）では，都心の超高層ビルが大きく揺れ，
エレベータケーブルが損傷した。また，２００４年９
月５日の紀伊半島南東沖の地震（M７．４）では，東
京湾岸の石油タンクの浮屋根がスロッシング振動
により破損する事故も起きた。このように，長周
期地震動は現代構造物にとって重大な意味を持
つ。

２７０

図７-２ ２００４年新潟県中越地震による，地震波の伝播と関東平野での長周期地震動の増幅・発達過程。図右
上は，関東平野の基盤深度分布（コンター間隔２００m）。



自然災害科学 J.JSNDS27-3（2008）

７．３ 長周期地震動のシミュレーション
中越地震による関東平野の長周期地震動の生成

をコンピュータシミュレーションにより確認しよ
う。

７．３．１ 地震波の伝播計算
地震波伝播は，弾性体中の無限小歪みの現象で

あり，線形の運動方程式と，応力―歪みの構成方
程式を交互に時間発展させながら繰り返し解くこ
とにより評価できる。また，非弾性減衰（Qp/Qs）
の影響は，応力―歪みの構成方程式に時間遅れの
効果を組み込むことにより評価することができ
る。なお，表層地盤に強い加速度が働くと，地盤
が非線形的な振る舞いを示すことがある。ただ
し，地盤の非線形応答は，地下数メートル以下の
場所に限られるので，その影響は必要に応じて別
途評価するのが一般的である。
地震動シミュレーションに必要な入力データ

は，地下の物性値（P波速度，S波速度，密度，非
弾性減衰係数）と地震断層の破壊過程（震源モデ
ル）である。関東平野の堆積層モデルとして，人
工地震探査や深層ボーリング調査のデータの統合
モデル２）が整備されている。また，震源モデル
は，近地強震波形や遠地地震波形の逆解析（イン
バージョン）から求められたもの３）が利用できる。

本計算では，計算対象領域を，甲信越から関東
にかけての４４０km＊２４０km＊１６０kmの範囲に選び，
２００メートルの格子間隔で細かくモデルを離散化
した。各格子点上には，地下構造の物性値を与
え，地震断層の位置には，断層運動と等価な物体
力（外力）を与えた。断層破壊の進行とともに，
外力が加わった格子点から地震波が次々と放射さ
れ，やがて計算領域全体に弾性波が広がる。な
お，計算モデルの周囲の境界の物理境界からの反
射波を抑えるために，周囲の２０格子点には吸収境
界条件を設置し，外に向けて広がる地震波を徐々

２７１

図７-３ 中越地震による関東平野の表面波の伝播特性（a）-（c）平野内の自治体震度計と強震計で記録した，
各時刻の地面の揺れの軌跡（震動軌跡）と推定される表面波の伝播方向（矢印）。（d）基盤深度分布。
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に消失させた。

７．３．２ 差分法による地震波伝播計算
以上の一連の計算は，運動方程式の差分法

（FDM）計算から評価することができる。FDM計
算では，方程式の時間・空間微分が，差分近似を
用いて計算される。差分公式の次数を上げると計
算の精度も向上するが，計算時間の増大を伴うた
め，一般には時間２次，空間４次の中央差分計算
が行われる。近似の誤差を小さくするためには，
空間の離散化幅（格子間隔）を地震波の波長に比
べ十分小さく選ぶ必要もある。たとえば，４次精
度のFDM計算では，波長の１/６～１/４以下の格子が
一般に用いられる。
格子間隔を半分の大きさに小さく設定すると，

計算可能な地震波の周期を１/２に短く（周波数を２
倍高く）することができる。しかし，これにより
格子数は８倍に増え，さらに時間ステップ数も２
倍に増えるために，計算量は１６倍に激増する。こ
のように，数値計算の精度は計算機の性能に大き
く制約される。

７．３．３ 並列計算機による大規模計算
大規模なFDM計算の実現には，計算領域を細

かく分割し，多数のCPUで分担しながら計算を

進める「並列計算」が必須である（図７-４）。各CPU
は，割り当てられた小領域の地震波伝播を独立に
計算するとともに，領域外への波動伝播を進める
ために，隣接するCPUとのデータ交換が必要に
なるる。データ通信には，MPI（MessagePass-
ingInterface）と呼ばれる並列計算ユーティリティ
が用いられる。MPIを用いて書かれた並列プログ
ラムは移植性が高く，多数のPCをコンピュータ
ネットワークで接続したPCクラスタでも，地球
シミュレータのような専用並列計算機でもそのま
ま実行可能である。
ただし，並列計算による地震波動伝播計算の高

速化にも限度がある。一般的なプログラムの中に
は，並列化により計算時間が短縮できる部分（並
列化部分）のほかに，データ通信や入出力処理の
ように並列化できない部分がいくらか含まれてい
るためである。このため，CPU数が増えると計
算速度の加速率が徐々に低下し，やがて計算速度
は頭打ちとなる（図７-４）。並列化部分の割合が大
きいほど加速率は高く，より多数のCPUを用い
た大規模計算が実行可能である。並列計算の効率
は，並列計算機のデータ通信性能にも大きく依存
する。CPUが高速になると，データ通信の時間
が無視できなくなるためである。

２７２

図７-４ ３次元領域分割にもとづく，並列計算モデルと，並列計算による計算速度の変化。大（L），中（M），
小（S）の３つのモデルについて，地球シミュレータを用いた計算結果。
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７．３．４ 新潟県中越地震のシミュレーション
図７-５は，地球シミュレータによる並列計算か

ら得られた，新潟県中越地震の揺れの伝わる様子１）

である。地震発生から２分間の揺れの計算は，
１６０台のスーパーコンピュータ（CPU数１２８０個）
を用いた並列計算により３０分で完了した。
シミュレーションでは，地震観測のような制約

がなく，任意の場所に「仮想地震計」を起き，地
表や地中の揺れの広がる様子を詳しく見ることが
できる利点がある。シミュレーション結果をよく
見ると，地震発生から約２０秒後に，関東平野の北
端で長周期地震動が強く増幅・発生し，その後，
都心に向かって真っ直ぐ伝わる地震動のほかに，
平野の西端部を伝わる別の地震動が，国分寺付近
で東転して都心へと向かってくる様子が再確認で
きる。その後，都心下の厚い堆積層に集合した長
周期地震動は，東京湾を通って千葉県北西部へと

渡り，同じ経路を伝って再び都心に戻ってきたこ
ともわかった。東京湾には地震計がなく，観測
データからは確認できなかったが，シミュレー
ション結果から中越地震で東京湾の海底も大きく
長く揺れたことが推察される。こうして，関東平
野の基盤の最深点に長周期地震動の揺れが長く停
滞したことがわかる。
シミュレーション結果の妥当性は，計算から求

められた長周期地震動の波形が，観測記録と良く
一致することから確認できる（図７-５）。ただし，
長周期地震動が到着する前の，P波とS波の短周
期地震動の部分の一致は良くない。これは，震源
モデルの断層運動の不均質性と，中越から関東に
かけての地下構造の微細構造の知見が不十分であ
ることを意味している。震源インバージョンの精
度を高め，そして地下構造探査を一層進める必要
があるが，これらの努力にも経済的や原理的な限

２７３

図７-５ 計算から求められた，新潟県中越地震による関東平野での長周期地震動の伝播。仮想地震計の震動
粒子軌跡（地震後８５秒，１５０秒）と伝播方向（矢印）。計算から求められた地震波形（上）と新潟県
中越地震の地震計記録（下）。４つの観測地点（所沢，新宿，成田，川崎）での比較。
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界がある。
シミュレーションのモデルの精度を高め，より

短周期地震動まで正しく計算できるようにするた
めには，シミュレーション結果と，高密度地震観
測から得られた地震波形の一致が改善するよう
に，モデルの微修正を繰り返し進める「モデル
チューニング」が必要である。

７．４ 強震動シミュレーションの課題
ここで紹介した長周期地震動の評価のように，

現在のFDM計算による地震動シミュレーション
は，周期１～２秒以上の，やや長周期地震動に限
られている。これは，計算機性能の制約によるも
のではなく，震源と地下構造モデルの分解能の問
題である。

強震動による木造家屋の被害を具体的，定量的
に評価するためには，ターゲットとする地震動の
周期帯を，周期０．５～２秒以下のまで下げる必要
がある。近年，長周期構造物のほかに，精密機械
や工場の生産ラインなど，周期０．５秒以下の短周
期構造物が増えてきていることから，地震による
近代都市の被害を考察するためには，シミュレー
ションの範囲を広帯域化する必要がある。
広帯域強震動予測の実現には，１）長周期～短

周期地震動の放射に関わる震源断層運動の不均質
性の理解，２）短周期地震動の伝播と散乱を強く
支配する，短波長不均質構造のモデル化，３）大
規模並列計算のための計算コードの整備，の３つ
を一層進める必要がある。このためには，高密度
地震観測と地下構造調査，そしてシミュレーショ
ンの連携が重要である。
強震動シミュレーション結果を地震防災に直接

生かすためには，たとえば強震動予測結果を入力
データとして，地盤と構造物の揺れの相互作用を
評価するシミュレーションを行ったり，超高層ビ
ルの揺れに伴う家具の移動や転倒シミュレーショ
ンを行うなど，複数のシミュレーションの連携が
必要である。また，海域の浅い地震による海底地
殻変動は津波を引き起こすため，海溝型巨大地震
の被害予測では，地震シミュレーションと津波シ
ミュレーションの連成が欠かせない。

これまで地震や津波，そして地震による構造物
の揺れと被害の評価は，個別に行われてきた。
個々のシミュレーション要素技術が十分に高度化
した現在では，これらの異なる物理モデルを結び
つけることが十分可能な段階にある。こうして，
地震のシミュレーションから被害予測シミュレー
ションへの飛躍が今後強く期待される。
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８．高潮の数値防災研究
山下 隆男＊

８．１ はじめに
最近１００年で地球の平均気温は０．６℃上昇してお

り，この温暖化による熱エネルギーの多くは海洋
に吸収されている。最近の１０年間で平均海面が３．１
cm上昇し，２１００年までには５０cmの海面上昇が予
想されている。特に，海洋の温度分布は高緯度で
低く，熱帯低気圧の発生場所である低緯度で極め

２７４
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て高いことから，今後のハリケーンや台風の巨大
化が危惧される。気候変動予測の数値シミュレー
ション結果からは，温暖化による台風の発生数の
増加より規模の巨大化が指摘されている。
１９９８年には，中部アメリカでハリケーンMitch

により２０，０００人，中国では洪水で４０００人が犠牲に
なり，バングラデシュでも記録的な洪水が発生し
た。ヨーロッパでは，２００２年に深刻な洪水が発生
し，２００３年には記録的な猛暑となった。地球温暖
化に起因する気候の急激な変化は着実に進行して
おり，過去の気候特性とこれから数十年先のそれ
との線形関係が無くなってきていることは明白で
ある。さらに，太平洋の表面海水温分布において
は数十年周期の振動特性が気候に影響を与え「ゆ
らぎ」を発生させている。このゆらぎと指数関数
的な温暖化現象が足し合わさり気候変動は顕著さ
を増幅しているようである。
１９８７年以降，飛行機による台風観測が実施され

るようになり，北西太平洋で発生，消滅する台風
情報まで正確に知ることができるようになり，こ
れまでに観測された最強の台風はTipで，わが国
では台風７９２０号として登録されており，和歌山県
白浜町に上陸し，台風７９１６号とともに大きな災害
をもたらした台風である。ハリケーンに比べて台
風が強いことや，１９９７年には北西太平洋上で連続
してスーパー台風が発生していることや，大規模
なハリケーンや台風は連続して同一年に複数発生
する傾向がある（カトリーナに続いてリタが発生
した）ことを周知しておく必要がある。
高潮・高波に対する防災対策，地球温暖化や気

候変動のゆらぎに対する海岸防災の適応策の策定
には，高潮現象を理解し的確に予測することで事
前の防災耐力を養うことが最も重要であることは
多くの方が認めるところである。このためには高
潮現象を再現する数値モデルシステムが必須であ
り，全球気象シミュレーションとリンクしたメソ
スケールでの気象，海象，水文の総合的シミュ
レーション手法の構築と実用化が望まれる。この
数値モデルシステムによる洪水流出解析，河口部
での高潮・洪水解析，沿岸域での高波・高潮相互
作用解析，外洋での台風・海洋相互作用解析等，

重要ではあるが研究成果の実用化への進展が遅れ
ているテーマの重点的な研究が必要であると思わ
れる。これはまさに高潮数値防災とも言うべきも
のであり，本稿が今後の高潮数値防災研究の進展
に貢献できれば幸甚である。

８．２ 高潮現象
８．２．１ 高潮の発生機構
高潮の発生は次の２つの機構で説明される。ひ

とつは，吸い上げの効果と呼ばれるもので，大気
圧勾配による海水移動で発生する海水面変動であ
る。定常状態に達した静的な状況では，吸い上げ
効果は１hPaの気圧低下に対して１cmの海水面
上昇が見込める。例えば中心気圧８７０hPaの台風
Tipの場合には１．３mの海面上昇に寄与する。
もう一つの機構は吹き寄せ効果と呼ばれるもの

で，強風によりされた吹送流が陸に阻止されて水
位が急激に上昇する現象である。その大きさは強
風が流動させ海水量に起因する。この度合いは，
水深に反比例し，吹送距離と海面せん断応力に比
例する。海面せん断応力は，定式上は風速の２乗
に比例することになっているが，その抵抗係数は
波浪と風速の関数である事が知られている。
図８-１は伊勢湾台風による名古屋港での貴重な

高潮の記録である。我が国の最大の偏差（実測潮
位－推算潮位）３．４mを観測した例である。この
高潮の場合，気圧低下を１０００－９６０＝４０（hPa）と
すると吸い上げ成分は約４０㎝ なので，吹き寄せ
効果は約３mとなる。伊勢湾台風の高潮では如

２７５

図８-１ 伊勢湾台風による名古屋港での高潮記録
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何に海水流動が高潮の発生に寄与していたかが理
解できる。

８．２．２ 波浪の影響
大気（風）から海洋（流れ）へのエネルギー伝

達過程には，中間に波浪運動が介入する。大気乱
流による海面せん断応力の大部分は，まず波浪を
発生，発達させるために費やされる。これによっ
て生起された波動は進行方向にエネルギーを伝達
するが，平均流成分としてはStokesdrift程度の
弱い流れしか発生させない。しかしながら，波浪
が十分発達し，白波砕波により波浪エネルギーを
散逸し始めると，この散逸分は乱流と平均流生成
に使われる。ここに至って初めて，大気のエネル
ギーが流れへと伝達される。
外洋では波浪は水深の影響を受けないが，波長

の半分より浅い海域（浅水変形海域）では，波形
勾配や白波砕波率が水深により変化する。特に，
白波砕波率は重要なファクターで，大半の風の運
動量フラックスが波浪に遷移し，白波砕波過程を
介して流れに移行するため，水深が浅くなり砕波
し易くなると風のエネルギーはより効率的に海水
流動へと受け渡される。換言すれば，浅い海域が
長く続けば続くほど，白波砕波の発生率が増え海
水流動が活発化し，吹き寄せ効果が大きくなる。
図８-２は大気のせん断応力が波浪の生成を介し

て平均流へと変換される過程を表した模式図で，

２００５年のEOS（Vol．８５）からの抜粋である。この
記事には，後述する白波砕波せん断応力のような
概念は示されていないが，大気（風）から海洋
（流れ）へのエネルギー伝達過程における波浪運動
の重要性が的確に示されている。

８．２．３ 極浅海域での高潮
前述したように，吹き寄せ効果は水深に反比例

し海面せん断応力の２乗に比例するが，海面せん
断応力には砕波の影響が直接的に効く。このた
め，極浅海域での大気，波浪，流れの相互関係を
考えると，強風時には白波砕波および海底地形の
影響を受けた砕波を介して波浪エネルギーが流れ
へと伝達される機構を考慮する必要がある。この
ような現象はベンガル湾の湾奥のような海域での
高潮で典型的に見られ，ここでの高潮を再現する
ためには，砕波機構の考慮が必須となる。
ベンガル湾（Kim＆Yamashita，２００５），メキシ

コ湾（金ら，２００６），有明・八代海（金・山下，
２００４），黄海の高潮においては，波浪と高潮およ
び潮流の相互作用が問題となる。すなわち，波浪
（風波）は大気のエネルギーを海洋の流れに伝達す
る役割を負っており，海洋の流れは波浪の伝播や
変形を発生させる。潮汐も，高潮によって発生す
る吹送流に足しあわされる形で海洋の流れの一部
として波浪変形に寄与する。このような相互作用
場では風波の白波砕波がエネルギー形態の変換過
程に寄与するため，この効果を導入したモデル連
携が重要である（山下･中川，２００１）。金・山下

（２００４）は，八代海での高潮･波浪・潮汐の相互作
用を検討し，極浅海域では白波砕波せん断応力の
効果が重要で，これを考慮すれば，松合地区の観
測高潮が再現できることと，極浅海域での流れに
よる波浪変形効果も同時に考慮すると，これによ
り高潮が若干減衰することを示した。

８．２．４ 大陸棚での高潮
図８-３は台風の中心気圧による高潮潮位の最大

値を陸棚幅をパラメターとして表したものであ
る。右の図は米国と日本にける観測値，左の図は
数値実験により求めた結果である。この図より，

２７６

図８-２ 大気のせん断応力が波浪の生成を介し
て平均流へと変換される過程の模式図
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陸棚幅が７０kmから１００kmの間に高潮が急激に大
きくなる特性があることがわかる。これは，ハリ
ケーンの規模（最大風速半径７０～１００km）と大陸
棚の幅とで説明できる。前述したように，浅海域
では吹き寄せによる強い流れのエネルギーが渦と
して維持される。これは台風の風域場に対応して
形成される渦状の流れで，「高潮循環流」と呼べる
大規模な流れである。この大規模渦が陸によって
遮られると急激な水位上昇が発生する。このため
陸棚の幅が広く，水深が浅い河海域では，同一規
模の低気圧でも極めて大きな高潮が発生すが，最
大風速半径よりも狭い陸棚幅では高潮循環流は形
成されないため，図８-３のような特性が生じる。
ただし，わが国の海域には大きく発達した陸棚は
無く，現在の台風規模では４mを超えるような
高潮がわが国に発生することはないと思われる。
ただし，地球温暖化により台風の規模が増大すれ
ば高潮が大きくなるのは当然である（山下，
２００５）。

８．２．５ 台風・海洋相互作用
よく知られているように，台風が発生，発達す

る海水温は２６度以上で，コリオリ力が渦やコンベ
クションタワーの回転運動を発生させ，大規模な
熱帯低気圧へと発達する。台風のエネルギー供給
源は，海面からの熱輸送である。海洋から大気へ

の向かう熱フラックスは低気圧を発達させ，その
逆の場合は衰弱する。
海面水温が低気圧の発達に及ぼす理論や，数値

実験による検討は，１９７０年代後から１９８０年代前半
頃に行われている（Emanuael，１９８６，Chang，
１９７９，Tuleya＆Kurhara，１９８２）が，熱帯低気圧と
海洋との相互作用に関する検討は，大気・海洋の
数値モデルが進歩した１９９０年代になってからであ
る（Benderet.al.１９９３）。
最近では，気象モデル，海洋の非静力学３次元

モデルにより大気と海洋が結合した数値解析が可
能となり，高潮解析のような実務的なレベル浸透
してきている。大気，海洋の相互作用を考慮した
海面での熱フラックス機構を適切にモデルに組み
込むことは，台風の発達・衰減，台風に付随する
降雨場の正確な再現に貢献することになる。
図８-４メソ気象モデルと海洋モデル（非静力学

モード）により海面水温低下が台風（T０３１０）に
与える影響を定量的に検討した数値実験である。
図８-４は観測結果と類似した結果となっているが
やや水温低下範囲が大きめである。しかしなが
ら，台風による海水温の低下と台風の減衰効果は
無視できないものであることがわかる。

２７７

図８-３ 高潮最大偏差と陸棚幅の関係

図８-４ 台風０４１８号を対象とした台風。海洋の
相互作用の数値実験（図中の点は台風の
中心位置を示す）
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８．３ 高潮現象の数値解析
８．３．１ 第１世代モデル
高潮の数値解析には，藤田や光田の台風モデル

のように，同心円型の気圧分布を仮定し傾度風を
ベースとした簡易な台風モデル，いわゆる「傾度
風型台風モデル」が気象場の再現計算に多用され
てきた。また，流れの場も長波近似を仮定した水
平２次元モデルが多用されてきた。このような初
期のモデルは第一世代の高潮数値モデルと呼ぶこ
とができよう。

８．３．２ 第２世代モデル
わが国の主要湾沿岸部の風域場には，周囲の陸

上地形の影響が強く反映され，高潮や高波の数値
シミュレーションを困難なものにしていた（山下
ら，１９９６）。１９９０年代になってメソ気象モデルが使
用されるようになり，更に９０年代後半には米国海
洋大気局からMM５（NCARWebsiteforMM５）
が公開以降，わが国では，気象場における陸上地
形の影響を考慮するために，MM５が使用される

ようになり，高潮，高波の再現精度が格段に向上
した。図８-５は瀬戸内海の高潮の再現計算に，
MM５による気象解析を適用した最初の例である
が，現在では同様の解析手法を適用し精度の高い
高潮・高波シミュレーションが可能になっている
（金･山下，２００４）。このようにメソ気象モデルと
準３次元モデルであるPOM（PrincetonOcean
Model）を用いたモデルは第二世代の高潮数値モ
デルと呼ぶことができよう。

８．３．３ 第３世代モデル
１９９０年初めに海洋モデルが気象モデルに導入さ

れ全球規模の気候変動予測が可能になって以来，
これに関連する科学技術は急速な進歩を遂げ，今
ではエアロゾル，動的植生モデルを融合した地球
環境予測モデルへと進化してきた。この進歩に伴
い，地球科学の分野では各種数値モデルが多くの
組織により作られ，公開されるようになってき
た。海岸工学の分野でも，海洋モデルPOMやメ
ソ気象モデルMM５は，一般の研究者の研究ツー
ルとしてのみならず，今や業務レベルでの活用が
頻繁に行われるようになってきている。特に，高
潮研究においては大気・海洋結合モデルは大きな
研究の進展をもたらしているように思われる。海
岸工学の将来展望として，沿岸域での環境・防災
問題に適用することを目的としたシミュレーター
を構築することが期待される。気象学は勿論，河
川工学，水文学，森林学，生態系学との結合によ
り，流域・海域で一貫した物質輸送，水循環をシ
ミュレーションできる数値システムの活用が海岸
工学の分野においても必要であると思われる。
図８-６に，現在，広島大学で稼動している「地域

環境シミュレーター」の構成を示す。地域環境シ
ミュレーターは，大気・海洋，大気・陸面および河
口・海岸の３パートを結合した数値モデルシステム
である。基本となるモデル要素は，現在既に多く
の研究者によって使われてきた数値モデルである。
気 象 モ デ ル はMM５，海 洋 モ デ ル はMITgcm
（MITgcm HP）またはPOM，波浪モデルはWW３
（Tolman，２００２）ま た はSWAN（DelftUniversity
ofTechnology，２００４），陸面モデルはSOLVEG２

２７８

図８-５ 瀬戸内海の高潮計算にMM５を適用した例
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（Nagai，２００２）で，水文流出モデルHSPF（HSPEXP，
１９９４）とDynamicVegetationモデルと連携してい
る。河口モデルはECOMSED＋COSINUS（Fitri・
山下，２００５），海岸モデルは広域海浜流・海浜変形
モデル，以上のモジュールが解析対象に応じて結
合を変えて使用できる。
図中の主な受け渡し変数の記号は，以下のよう

な定義である。z０，c→p，τwave：海面の疎度高さ，ピー
ク周期の波速，波動せん断応力，Sdis，Sij，F：白波
砕波エネルギー減衰率，radiation応力，波浪エネ
ルギーフラックス，τs，Pa， ：海面乱流せん断応
力，海面気圧，風速ベクトル， ：海流の流速，
Q，Qm：流量，物質輸送量，S， tide：塩分濃度，潮
流流速ベクトル，s０，landuse：物質の発生，消滅
量，土地利用， ，P，R：風速ベクトル，降雨量，

W
→

U
→

U
→

W
→

放射量，ΦS，qS，flux：地表面温位，地表面比湿，運
動，熱，水蒸気等のフラックス全般，ref：アルベ
ド，CO２：二酸化炭素等のトレーサーガス濃度を
示している。これ以外にも，モデル間での変数の
受け渡しは多く存在するが，ここでは代表的なも
ののみを表示してある。
このような数値シミュレーターを用いた防災。

環境研究は今後の中心的な数値解析研究となるも
のと思われ，これによる水域一貫した総合的な台
風，高潮，高波の数値モデルを第三世代のモデル
と呼ぶことができよう。このように相互作用をフ
ルに考慮した複雑なモデルシステムの場合，観測
データによるモデルパラメターの検証やデータの
同化が重要な研究テーマとなる。

２７９

図８-６ 地域環境シミュレーターの構成
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８．４ 高潮数値防災
８．４．１ わが国の湾域における高潮
図８-７に半径１５０kmの円で示すように，わが国

の代表的な湾である大阪湾とベンガル湾では，ス
ケールに大きな相違がある。台風は大阪湾を含む
が，サイクロンはベンガル湾に含まれる。この相
違を考慮した高潮特性の理解が必要である。特
に，前者は卓越方向を持つ吹き寄せ，後者は高潮
循環流の形成が高潮特性に大きく影響する。
以下にわが国の湾域における高潮数値解析の特

性を示す。
（１）有明海：湾奥では潮位差が大きな浅海域が広
く存在しているため満潮時に高潮の吹き寄せ効果
が最大にあるような場合には甚大な高潮偏差が発
生する。このため，潮汐・波浪と高潮の相互作用
を同時に考慮した高潮の数値モデルが必要であ
る。
（２）大阪湾・伊勢湾・東京湾：湾口が南にあるわ
が国の３大湾。吹き寄せ効果の卓越方向の再現計
算が重要となる。このため，メソ気象モデルによ
る気象場の数値解析が必須。
（３）土佐湾：沿岸域での水深に規定された砕波に
よる海面上昇（waveset-up）が卓越する高潮。高
潮再現にはwaveset-upが再現できる解像度が必
要となる。
（４）瀬戸内海：外洋と内海との海水の流動機構，
周辺を山で囲まれた場での気象場の複雑さ。それ
を再現できる気象モデルが必須。MM５を用いる
ことで，瀬戸内海の高潮の再現性を大幅に向上で
きる。
（５）駿河湾：外洋と内海との海水の流動機構，周

辺を山で囲まれた場での気象場の複雑さ。それを
再現できる気象モデルが必須。MM５を用いるこ
とで，瀬戸内海の高潮の再現性を大幅に向上でき
る。
なお，高潮，高波の数値解析には，地域環境シ

ミュレーターでは図８-８に示すモジュール構成を
用いることになる。

８．４．２ 沖縄の高潮（リーフ海岸の越波・氾濫）
沖縄の高潮では，リーフ上での砕波を含む波浪

変形とそれによるwaveset-up，越波，越水量の
算定が必須である。この沖縄県特有の海岸地形を
考慮した高潮氾濫モデルが２００７年度の沖縄県のハ
ザードマップ作成で適用された（図８-９）。すなわ
ち，１）指定した波浪，高潮偏差の条件で，VOF
法（CADMAS-SURF）（（財）沿岸開発技術セン
ター，２００１）により計算した越波・越水量を予め
表化し。２）対象地域）の地形，構造物条件と，
波浪推算および高潮計算から求めた，波浪，高潮

２８０

図８-７ 大阪湾とベンガル湾のスケールの相違 図８-９ リーフ海岸での越波，越水量の算定方法

図８-８ 高波・高潮解析のための地域環境シミュ
レーターのモジュール構成
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偏差の条件を，表化した計算結果を用いて線形補
間により越波・越水量を求める。３）これを境界
条件として陸上への氾濫計算を行う。

８．４．３ 日本海の高潮
冬季，日本海では温帯低気圧が台風並みに発達

し，いわゆる爆弾低気圧となる異常気象が発生す
ることがある。この低気圧の特徴として，エル
ニーニョ・ラニーニャ転換期に頻発する傾向が見
られ，高緯度であるためコリオリ力効果が大き
く，急速にかつ台風以上の強さに発達する。さら
に，偏西風の経路や気圧配置によっては北緯４０～
５０°に停滞し，高潮を伴う高波浪を発生させる。
２００８年２月の爆弾低気圧はこの典型的な例で，直
江津から富山湾沿岸に「寄り廻り波」を，佐渡島
では高潮・高波を，能登半島では高潮警報基準を
超える高潮を発生させた。このような極度に発達
した温帯低気圧による日本海の異常海象は，長周
期成分を伴い，季節風時の海象とは異なる特性を
持っているため，想定外の海浜崩壊や海岸構造物
の破損・破壊，氾濫災害を発生させる（写真８-１
参照）。
日本海の高潮現象は複雑である。波向きおよび

風向きが北西，西北西から北に，周期が長くな
り，気圧低下と砕波によって発生した高潮を伴
い，さらに低気圧の移動による海面変動が陸棚セ
イシュやエッジ波として高潮に重なり，想定外の
海面上昇を発生させる。高潮と高波（波浪，陸棚

セイシュ，エッジ波）の複合した現象として外力
評価をする必要がある。日本海における海岸外力
の考え方を見直す事を検討しなければならない。
吹き寄せによる効果が小さい日本海での高潮を考

える場合には，潮汐，高潮，陸棚セイシュ，湾水振
動，サーフビートの複合現象として検討する必要が
ある。このことを確認するために，図８-１０と
図８-１１に示したNOWPHASの１分間隔波形とその
パワースペクトルを引用した。これより，外洋に
面した酒田では３６分程度の陸棚セイシュが顕著に
出ている。陸棚セイシュで振幅１０cm程度，湾水振
動では１０～２０cm程度。これは，高潮の吸い上げ効
果と同程度で，重なれば３０～４０cmの海面水位上昇
となる。高潮の再現計算では実際の水位上昇量の
半分程度しか考慮できていないことになる。
このことは，高潮の数値計算から見ると極めて

２８１

写真８-１ 日本海の海岸構造物の破壊状況
図８-１１ 酒田の１分間隔波形のスペクトル

（NOWPHAS観測）

図８-１０ 酒田，新湊における１分間隔波形
（NOWPHAS観測）
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難しい問題を提示されたことになる。吹き寄せ効
果が卓越する高潮とは異なり，湾や陸棚の地形特
性と波群特性を考慮した高潮・高波結合モデル化
が必要となる。しかしながら現在の波浪解析モデ
ルでは波群特性は再現できないため，サーフビー
トの再現は難しい。湾水振動や陸棚セイシュは計
算の細メッシュ化で対応しなければならない。

８．４．４ ベンガル湾の高潮解析
ベンガル湾の湾奥はガンジス・ブラマプトラ川

の堆積物により百数十キロメートルに渡り水深
１０m以浅の平坦な遠浅の海底地形となっている。
ここでの高潮の数値解析では砕波を介した吹送流
のダイナミックスを考慮することが必要である。
すなわち，海洋の平均流を発生させるために働

く海面せん断応力を平均流生成海面応力と定義
し，その全応力せん断力をτtotalとする。平均流生
成海面応力は，大気乱流によって定式化されるせ
ん断応力τa，および砕波（白波砕波および水深に
規定される砕波）によって発生する砕波せん断応
力τbrとに分離して考える（図８-１２）。

それぞれの全応力せん断への寄与率をαとβと
して，次式のように表現する。

τtotal＝α・τbr＋β・τa （１）

ここで，大気乱流によって定式化されるせん断
応力τaおよび砕波せん断応力τbrは，以下のよう
に定義する。

τa＝ρau＊２＝ρaCD

―

U１０

―

U１０ （２）

CD＝（０．６３＋０．０６６

―

U１０

―

）×１０－３ （３）

Sds（f，θ）
τbr＝ρg∫∫――― dfdθ （４）

C（f）
∂F ∂ ∂ ∂
――＋――（φ・F）＋――（λ・F）＋――（φ・F）
∂t ∂φ ∂λ ∂φ
＝Sin＋Snl＋Sdis＋Sbot （５）

ここに，U１０：１０m高度での風速，ρa：大気密度，
ρ：海水密度，C（f）：波浪の周波数，Sds（f，θ）：
式（５）で示すSWANにおけるエネルギー散逸率（白
波砕波および水深に規定される砕波の和）である。
また，式（３）で表示される海面抵抗係数は，Smith
andBanke（１９７５）によるものである。

この係数の中には，大気乱流と海洋波浪との乱
流特性に対する相互作用は考慮されているが，波
浪から海洋の平均流に移行するエネルギー過程に
関する情報は入っていないため，波浪の発生，発
達過程をモデル化するための海面せん断応力とし
ては適用できるが，海洋の平均流を再現するため
の情報としては不十分である。このため，ここで
は平均流生成海面応力τtotalを，式（１）により，
砕波せん断能力を考慮した形で表現しているが，
その寄与率αとβは数値実験により明確にする必
要がある。
金ら（２００８）は寄与率として，α＝０．３および次

式のβ（U１０）を提案している。

０．１ for U１０ U１

U１０－U１
β（U１０）＝１－０．９―――― forU１ U１０ U２（６）

U２－U１
１．０ for U２ U１０

以上の関係を使いベンガル湾における１９９０年の
サイクロンによる高潮の沿岸分布を再現した結果
を図８-１３の上図に示す。図中，黒丸は痕跡高か
ら推定した高潮遡上高さ，実線は天文潮位，点線
は波浪の影響を考慮しない場合の第二世代のモデ
ルによる計算結果，一点鎖線は上述した方法によ
る計算結果，破線はα＝０．１，β＝１とした場合
の計算結果である。これらの結果から，ベンガル
湾の高潮では波浪の影響を考慮しなければ，極浅
海域では１m～１．５m程度の過小評価になり，数

兼
献
献
牽
献
献
験

２８２

図８-１２ 大気・波浪・海流間のせん断応力関係
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値解析においては波浪の影響を考慮することが必
須であることがわかる。

８．４．５ ハザードマップ防災
津波や高潮防災の基礎情報を反映したのもがハ

ザードマップである。住民にとって的確な情報を
与えられる有益なハザードマップが作成されるよ
う，費用の補助も含めて推進を図っていく必要が
あるだろう。さらに，ハザードマップは随時的更
新が必要であり，地域住民と行政との津波防災に
関する共通領域としてのハザードマップをどのよ
うに維持するのかを模索する必要がある。
わが国の中央防災会議から，現在出されている

東海，東南海，南海地震の津波高の沿岸分布に
従って，ハザードマップを作成し，津波防災を検

討した場合，「災害危険区域」の設定をしなければ
ならない領域が広範囲に発生することが想像され
る。これに対する地方公共団体の対応には限界が
ある。そのため，ハザードマップを作成せず，危
険とわかっていても「災害危険区域」の設定もせ
ず，災害後に復興対策として防災まちづくりを実
行する作戦に出てくるケースも十分考えられる。
実際には来襲した津波高さが予測値よりもかなり
小さく大事に至らないことも多々あろうと想像で
きるが，これでは津波防災として大きな問題を残
すことになる。
沖縄県では将来発生が予想される津波・高潮に

ついて沖縄本島，宮古・八重山諸島沿岸域におけ
る津波・高潮それぞれの浸水・被害予測を実施し
た。これにより沖縄県の防災対策の基礎資料にす
るとともに，今後，各市町村が作成する津波・高
潮の住民避難用ハザードマップに活用する基礎資
料とすることを目的とした取り組みがなされてい
る（山下ら，２００８）。

８．４．６ リアルタイム防災
気象庁を中心として，強風，豪雨，高波・高潮

等の注意報，警報のリアルタイム予測とそれに基
づく防災体制の構築は重要な課題ではあるが，そ
の結果に対しては十分な責任を負うべきである。
防災研究は災害調査に始り，理論形成，数値予測
モデルの研究が実施されるが，リアルタイム予
測，将来予測に関する責任感が防災研究者に欠如
している点が大きな問題である。

８．５ 近未来の高潮とその適応策
８．５．１ 気候変動とそのゆらぎ
気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第４

次評価報告書（AR４）において，人為起源である
地球温暖化を現実的に確認すると同時に，将来予
測に関して気温および海面水位の上昇，極端現象
の増加傾向などが強く懸念されるようになってき
た。このため，近未来の極端現象の予測とそれに
よる自然災害への影響評価，炭素循環安定化予測
の新たな進展の重要性が増してきている。しかし
ながら，地球システムモデルにおいては，雲およ

２８３

図８-１３ １９９０年のサイクロンによるベンガル湾
沿岸の高潮の最大潮位の沿岸分布の計
算値
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び炭素のフィードバック効果の重要性および不確
実性をどのように解決するかが，依然大きな問題
として残されている。
このような地球規模での環境変化に対して，海

岸防災，海岸環境保全の立場から，近未来への適
応策を検討する場合，気候変動のトレンド以上
に，その「ゆらぎ」に対してどのように対応する
かを検討すべきであろう。ゆらぎと言えば不安定
現象，乱れ成分，摂動成分として捉えがちで，不
確実性として取り扱うべきであると考えがちであ
るが，気候変動のゆらぎは，果たしてそうであろ
うか？
アメリカ地球物理学連合のトランザクション，
EOSの２００７年１１月，第４４号８８巻 にWood&Lean

（２００７）の寄稿,”AnticipatingtheNextDecadeof
Sun-EarthSystemVariations”があった。これによ
ると，数十年スパンの地球規模での気候変動のゆ
らぎは，ほぼ再現できるというものである。すな
わち，太陽放射の全量と，人為起源である地球温
暖化のトレンドと，十数年に一度程度の間隔で発
生している地球上の火山噴火と，熱帯太平洋の気
象データから求めたエルニーニョ南方振動指標
（MEI）との結合で，地球の平均気温のゆらぎが再
現できるのである。もし，このような予測が可能
であれば，ゆらぎを不確実性の少ない変動として
扱う事ができる。

一方，MEIには面白い変動特性があり，これが
台風や発達した温帯低気圧の発生件数と関係があ
りそうである。北太平洋振動（NAO）は，北アメ
リカ大陸およびヨーロッパの気候の明確な変動特
性を示すことは良く知られているが，エルニー
ニョ南方振動が引き起こす亜熱帯高気圧と極低気
圧との強弱変化も，日本海を通過する爆弾低気圧
の発生頻度を支配しているように思われる。すな
わち，気候変動のゆらぎの第一要因であるエル
ニーニョ南方振動特性を知ることで，これを考慮
した，台風や爆弾低気圧の発生頻度を予測するこ
とができるのではないかと考えている。このよう
な気候変動のゆらぎが数十年のスパンで予測でき
れば，台風や温帯低気圧による海岸外力の変動を
考慮した海岸保全対策の検討が可能になるのでは

ないかと期待される。

８．５．２ 気候変動予測における「ゆらぎ」
（１）指数関数的な温暖化現象
地球温暖化の将来予測の根幹を担った気候モデ

ルのデータセットはCMIP３（CoupledModelIn-
tercomparisonProject）として引き継がれ，現在も
アップデートが続いている。IPCCの評価報告書
等に掲載されている，図８-１４にA２シナリオに対
して，大循環モデルにより予測された地球の平均
気温の変動予測の結果を示す。
ここには，気温上昇のトレンドの他，数年から

数十年の変動成分，すなわち（モデル毎に異なる）
地球規模での気候の「ゆらぎ」のような変動を見
ることができるが，これは後述する気候変動のゆ
らぎではない。図８-１４に示された地球の平均気
温の変動予測では指数関数的な気温の上昇傾向が
あることがわかる。

（２）ENSO，PDOに見る気候の「ゆらぎ」成
分と台風，温帯低気圧との関係

MEI（MultivariateENSOIndex）は，ENSO（El
Niño-SouthernOscillation）を表す指標としてWol-
terら（１９９３，１９９８）により提唱された指標であり，
熱帯太平洋でのエルニーニョ・ラニーニャのような
ゆらぎを表わす。さらに，太平洋での１０年規模で
のゆらぎを示す指標としてPDO（PacificDecadal
OscillationIndex）がある。PDO（NOAAEarthSys-
tem ResearchLaboratory）は，図８-１５に示すよう

２８４

図８-１４ A２シナリオに対する地球の平均気温
の変動予測結果
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な海水温の摂動の傾向（warm phaseとcoldphase）
が数十年周期で振動している。すなわち，warm
phaseはルニーニョ期に相当し，coldphaseはラ

ニーニャ期に相当する。
図８-１６に，ENSO，PDOに見る気候の「ゆらぎ」

成分と台風，温帯低気圧との関係を示した。わが
国への台風の上陸数，上陸時最低気圧の上位１４台
風の発生年を■で示す（上図），その下にWolter
らが１９５０～２００８年の６成分の観測データに対して
主成分分析を行ったときのMEIの経時変化と，
さらに太陽黒点数の変動データ（NOAANational
GeophysicalDataCenter（NGDC）HP），最下図
にPDOの１９５０年以降の変動を示す。MEIの図中
の○で囲った数字は，日本海北部を発達しながら
移動する温帯低気圧により発生した（顕著な）寄
り廻り波の発生事例である。

２８５

図８-１５ PDOのwarm phaseとcoldphase
（海水温の摂動成分，海面せん断応力，
気圧分布）

図８-１６ ENSO，PDOの気候の「ゆらぎ」成分と台風，温帯低気圧との関係



自然災害研究の方法論

なお，MEI（NOAAESRLHPより）は，海面
気圧（SLP），風速成分，海面水温（SST），海面
気温（SAT）および総雲量（TC）の６成分に対し
て，基準データからの変動値を主成分分析するこ
とにより導かれた指標で，正値のときにエルニー
ニョ現象で，負値であるときにラニーニャ現象で
あることを表している。また，PDO指標は正の
時にエルニーニョ（warm phase），負の時にラ
ニーニャ（coldphase）を示す。

図８-１６には，●で災害を発生させた顕著台風，
枕崎，ジェーン，ルース，１３号台風，洞爺丸，狩
野川，伊勢湾台風，T６５２３，T７０１０，T７９１９，T７９２０
等を示している。
この図から，気候の「ゆらぎ」成分と台風，温

帯低気圧との関係として，以下のようなことが明
確に認められる。
１）MEIには，２年～５年周期のエルニーニョ・
ラニーニャの繰り返し（ENSO）がある。

２）１９５０～１９８０年はラニーニャ卓越期，その後は
エルニーニョ卓越期である。これはPDOの
warm phaseとcoldphaseの振動と一致してい
ることからも卓越期があることは明確である。
このような長期の振動は，図８-１７に示した北
大西洋の振動指標のNAOにも見られ，NAOが
負の時期（温帯低気圧の発達が弱い期間）はラ
ニーニャ卓越期，正の時（ゲールが発達する時

期）はエルニーニョ卓越期になっている。
３）図８-１６のMEI指標の変化の図（縦線）と上陸

台風数（■：上位１４台風）に示した様に，ラニー
ニャ卓越期（PDOのcoldphase）には，我が国
では強い台風や発達した温帯性低気圧による災
害が多発している。

４）図８-１６のMEI指標の図に縦線で示した様に，
エルニーニョとラニーニャの変換時に，顕著な
寄り廻り波が発生している。

５）太陽活動が非常に活発であった１９５８年をピー
クとするSolarCycle１９の時期，特にピーク後
には，ラニーニャ卓越期と重なって，寄り廻り
波による災害および大型台風が頻発している。

６）大型上陸台風発生期と，顕著な寄り廻り波の
発生期（１９５０～１９８０年の間）とは一致しており，
両者は同一の気候の「ゆらぎ」に支配されてい
るように思える。
以上のことから判断して，もし約３０年程度（２２

年または３３年かも知れない？）のエルニーニョ卓
越期とラニーニャ卓越期の周期があると仮定すれ
ば，２００８年以降の位相は，ラニーニャ卓越期に移
行することになり，SolarCycle２４の太陽活動が
活発であれば，台風災害や爆弾低気圧による災害
が頻発する可能性がある。特に，太陽活動の
Grandcycle５５年周期（Yoshimura，１９７９）を考え
れば，１９５８年をピークとするCycle１９から２０１３年
をピークとするCycle２４は要注意であると考えら
れる。ピークから少しの遅れを持って気候変動が
活発になる傾向があることを考慮すれば，２０１４年
以降の数年間は危険な時期と言える。さらに，予
想通り，この時期がラニーニャ卓越期となれば，
大型台風の上陸や爆弾低気圧の頻発に対して十分
な警戒が必要であると言える。

（３）ゆらぎを考慮した海岸防災に向けて
前述した気候のゆらぎから予想されるように，

北西太平洋地域では，特に２０１３年以降は発達した
温帯低気圧，大型上陸台風が頻発することを想定
し，高潮危険地域に対する対策の重要性が指摘さ
れる。この状況を図示すると図８-１８のようである。

２８６

図８-１７ 北大西洋振動の概念図とNAO指標の
変化
（NorthAtlanticOscillation（NAO）HP
より）
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８．５．３ 海水温上昇に伴う高潮の強大化
海水温の上昇に伴い台風がどの程度巨大化する

かを大気・海洋の相互作用を考慮した数値モデル
で試行的に再現してみた。計算は，T０４１８を対象
として，台風（MM５）と海洋（MITgcm）の相互
作用を考慮した数値解析を行った。現状の場合と
海水温が２℃ 上昇した場合の海面風速の差を
図８-１９に示した。
海水温の上昇が海面風速を大幅に増大させてい

る様子が計算されている。

８．５．４ まちづくり津波・高潮防災の必要性
ハザードマップを作成し，津波防災を検討する

場合，必ず住民参加型で進めるべきである。来襲
津波の設定をどのようの行うのか。災害危険区域
の設定をどのように受け入れるのか。鉄筋コンク
リート・ピロティー化をどの程度進めるのか。個
人財産の防護との関係でこれらの問題を議論する
必要がある。

１）津波危険地域に対して：災害危険区域の設定
を行う必要がある地域の防災対策への積極的利
用。

２）浸水が見込まれる地域に対して：ハザードマッ
プにおいて，災害危険区域ではないが，床上浸
水が見込まれる区域の住民には，鉄筋コンク
リート・ピロティー形式による家屋の耐浪化の
導入を推奨することが望ましい。台風の巨大化
や南海道地震津波発生までに３０年以上の時間的
猶予があるのなら，家屋の立替，補強時にこの
ような方法を推奨し，防災まちづくりを展開す
ることが有効である。このような防災対策は，
行政だけでは十分に対応できない場合が多いの
で，地域の大学，NGO，民間活力による家屋
の耐浪化の導入運動の展開が望まれる。
参考のために，写真８-２に２００８年のハリケーン
IKEによるガルベストンの高潮氾濫災害の様子を
示す写真を載せておく。この写真に見られるよう
にガルベストン沿岸では大半の家屋がピロティー
形式になっており，ここでは高潮のために海岸堤
防は破堤して海水が陸域に氾濫しているが被害は
軽微であることが想像できる。

２８７

図８-１９ T０４１８を対象とした海水温上昇に伴う
海面風速の相違の計算例（右：現状，
左：２℃上昇）

図８-１８ 北西太平洋地域のゆらぎと指数関数で
表示される全球平均の変化特性

写真８-２ ２００８年のハリケーンIKEによるガル
ベストン湾沿岸の高潮氾濫の様子
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８．６ おわりに
以上，高潮数値防災と題して，高潮現象とその

数値解析手法，防災研究への数値シミュレーショ
ン法の活用について，著者らの行ったこれまでの
研究成果を中心にまとめて示した。我田引水的な
点は寛容な目で見ていただき，使える所だけ参考
にし，高潮数値防災研究をさらに進展させていた
だければ，大きな喜びである。
この研究の主要部分は京都大学防災研究所で実

施した研究成果であり，第三世代モデルと位置付
けた「環境シミュレーター」は広島大学大学院国
際協力研究科で完成させたものである。環境シ
ミュレーターは，教育と研究の両面で地球・地域
環境システムを理解するツールとして現在も進化
を続けている。これらの研究は，多くの共同研究
者，学生諸氏の協力の基に得られたものであり，
関係各位の努力に敬意を表する。今後は国際協力
の一環として，アジアの主要大学への移植，これ
を基盤とした共同研究を実施し，地球環境問題解
決のための意思決定ツールとして実用化する方向
で研究活動を展開する予定である。
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long-term (５５ year)cyclicmodulation,Astro-

phys.J.,Vol.２２７,Issue３,pp.１０４７-１０５８.
（財）沿岸開発技術研究センター（２００１）：CADMAS-

SURF数値波動水路の研究・開発 数値波動水路
の耐波設計への適用に関する研究会報告書．

２８８



自然災害科学 J.JSNDS27-3（2008）

金 庚玉・山下隆男・桜庭雅明（２００８）：極浅海域に
おける高潮の数値解析，海岸工学論文集，第５５
巻，（印刷中）．

金 庚玉・李 漢洙・MohammedHaggag・山下隆男
（２００６）：大気・波浪・海洋結合モデルによるハ
リケーンカトリーナの高潮場のシミュレーショ
ン，海岸工学論文集，第５３巻，４１６-４２０．

金 庚玉・山下隆男（２００４）：大気・波浪・海洋結合
モデルによる台風９９１８号の高潮・高波の追算，
海岸工学論文集，第５１巻，２３６-２４０．

FitriRiandini，山下隆男（２００５），高濃度底泥の沈降・
輸送モデルと移流・拡散型圧密方程式のECOM-
SEDへの導入，海岸工学論文集，第５２巻，pp．
９９１-９９５．

山下隆男・仲村佳輝・宮城栄喜・岡 秀行・西岡陽
一・竹内 仁・喜屋武 昂・星 宗博（２００８）：
沖縄県沿岸域における津波・高潮の浸水・被害
予測，海岸工学論文集，第５５巻，（印刷中）．

山下隆男（２００５）：ハリケーン・カトリーナによる
ニューオーリンズの高潮災害，土木学会誌，
pp．３９-４３．

山下隆男・中川勇樹（２００１）：白波砕波せん断応力を
考慮した波浪・高潮結合モデルによる台風９９１８
号による八代海の高潮の再現，海岸工学論文
集，第４８巻，pp．２９１-２９５．

山下隆男・別宮 功・ギャリー ワトソン（１９９６）：
陸上地形および表面粗度を考慮した高潮の数値
計算，海岸工学論文集，第４３巻，２６６-２７０．
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